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おわりに

は じめ に

近年,国 際社会において,環 境保護を目的とした市民参加の重要性が主

張されており,こ れを具体化 したものとして,1998年6月25日 には 「環境
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に関す る,情 報への アクセ ス,意 思決定 における市民参加,司 法への アク

セ ス に 関 す る条 約」(以 下,オ ー フ ス条 約)(1)が 国 連 欧 州 経 済 委 員 会

(UnitedNationsEconomicCommissionforEurope,UNECE)に お いて

採択 され た。

オ ーフス条約 は,そ の前文 で,「 何人 も,健 康 と福祉 にとって十分な環境

において生 きる権利を有 し,現 世代及 び将来世代の利益の ために環境を保

護 し,改 善す る義務を負 う」ことを明言 してお り,そ の1条 において,「 ①

環境 に関す る情報への アクセ ス権」,「②環境政策決定への市民の参加権」,

「③環境 問題 に関する司法 へのア クセス権」とい う3つ の権利 を,あ らゆる

人 に保障す ることを 目的 とす る旨を定 めて いる。 さ らに同条約 は,締 結国

が それぞれの国 内において,こ れ ら3つ の権利を促進す るための制度を構

築す るよう要求 して いるので ある。

オ ーフス条約の提言す る3つ の権利の 中で も,特 に 「環境 に関す る情報

への アクセ ス権」 に関 して は,従 前か ら,同 条約策定の基礎 とな った 「環

(1)UN/ECEConventiononAccesstoInformation,PublicParticipa-

tioninDecisionMakingandAccesstoJustice,Aahus,1998.オ ー フス

条 約 につ いて は先 行 研 究 が多 数 存 在 す る た め,本 稿 で は 概 略 的 な 紹 介 に と どめ

た い 。 な お,先 行 研 究 と して は以 下 の もの が挙 げ られ る。 高 村 ゆ か り 「環 境 情

報 へ の ア ク セ ス,環 境 に関 す る政 策 決 定 へ の市 民 参 加,及 び,司 法 へ の ア クセ

ス に関 す る条 約 」環 境 研 究135号(2004年)79頁 以 下,同 「情 報 公 開 と市 民 参 加

に よ る欧 州 の環 境 保 護 環 境 に 関す る,情 報 へ の ア クセ ス,政 策 決 定 へ の 市 民

参 加,及 び,司 法 へ の ア ク セ ス に 関 す る条 約(オ ー フス 条約)と そ の 発 展 一 」

静 岡 大 学 法 政 研 究8巻1号(2003年)178頁 以 下,同 「オ ー フス 条 約 にみ る欧 州

の 情 報 公 開 と市 民 参 加 」 環 境 情 報 科 学32巻2号(2003年)30頁 以 下,大 久 保 規

子 「オ ー フ ス条 約 とEU環 境 法 一 ドイ ツ2005年 法 案 を 中心 と して一 」環 境 と公 害

35巻3号(2006年)31頁 以 下,同 「環 境 法 の新 潮 流 ⑳ オ ー フ ス 条 約 か らみ た

日本 法 の 課 題 」 環 境 管 理42巻7号(2006年)675頁 以 下,後 藤 隆 「環 境 に 関 す

る,情 報 へ の ア ク セ ス,政 策 決 定 へ の市 民 参 加,及 び,司 法 へ の ア クセ ス の 確

保 の 必 要 性 と それ らを前 提 と した合 意 形 成 手 法 の 日本 へ の導 入 の 可 能 性 につ い

て オ ー フ ス条 約 の市 民 参 加 規 定 を 中心 に」 と う き ょ うの 自治53号(2004年)

5頁 以 下 等 。
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境と開発に関するリオ宣言」の第10原 則が,「環境問題は,そ れぞれの場

において,関 心のあるあらゆる市民が参加することにより,最 も適切に扱

われる。国内レベルにおいては,各 個人が公的機関の保有する環境に関す

る情報ヘアクセスできるべきであり,… …加盟国は情報を広 く利用可能と

することによって市民の参加を促進するべきである」と謳っていた。この

ことか ら,特 に公的機関の保有する環境1青報へのアクセスが,市 民参加の

基礎となるという点で極めて重要であると考え られる。

「環境に関する情報へのアクセス権」に関するオーフス条約の規定を見て

みると,4条1項 が,「 各締結国は,国 内法の枠組みにおいて,… …公的

機関が,環 境情報の開示請求に応 じて,市 民が当該情報を入手することが

できるよう確保 しなければな らない」(2)と示 していることから,同 条約は,

公的機関の保有する環境1青報の公開について,市 民が開示請求を行い,そ

れを受けた公的機関が情報を公開するという 「情報開示」制度の構築を重

視 していると言える。

これに加えて,オ ーフス条約は,「各締約国は,国 内法の枠組みにおい

て,公 的機関が環境1青報を市民に利用可能とする手段の透明性の向上,お

よび環境情報への効果的なアクセスを確保 しなければな らない」(3)と規定

し,そ の手段 として,「公に入手可能な リス ト,登 録簿またはファイル」(4)

を確立 し,「リス ト,登録簿またはファイルに含まれる環境情報へのアクセ

スを無料で提供すること」(5)を要求 している。さらに,「各締約国は,公 共

のテレコミュニケーション ・ネ ットワークを通 して,公 衆が容易にアクセ

ス可能な電子データベースでの環境1青報の利用可能性の向上を確保 しなけ

(2)AarhusConvention,Art.4(1).

(3)Ibid.,Art.5(2).

(4)Ibid.,Art.5(2)(b)(i).

(5)Ibid.,Art.5(2)(c).
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ればならない」(6)としてお り,こ れ らの点か ら,同 条約は各加盟国に対 し

て,市 民か らの開示請求に基づかない 「情報提供」制度についても十分に

整備するよう促 していることが分かる。また,同 条約を基礎としてEUに

おいて制定 された 「環境情報へのアクセスに関する指令(以 下,2003/4

/EC指 令)」(7)は,「加盟国は,公 的機関が,自 身の機能に関連 しているある

いは自身が保有 している環境情報を,特 に電子的手段やインターネ ットを

通 じて,活 発で体系的に市民へ普及するために必要な手段をとらなければ

な らない」(8)と規定することにより,更 なる 「情報提供」制度の充実を具現

化 している。

このように,オ ーフス条約及びEU指 令は,公 的機関の保有する環境情

報の公開について,市 民の開示請求を受けて公的機関が情報を公開する

「情報開示」制度と,市 民による開示請求に基づかず公的機関か ら市民に対

して積極的かつ能動的に行われる 「情報提供」制度の両方を通 じた 「環境

に関する情報へのアクセス権」の促進を要求 しているのである。

2009年11月2日 の時点でオーフス条約の締結国は44ケ国に及んでおり,

その中で,市 民や環境保護団体による環境保護運動が非常に活発であり(9),

環境汚染や汚染規制について長い歴史を有 している⑩イギリス(ll)も2005年

に同条約を批准 している。

(6)Ibid.,Art.5(3).

(7)Directive2003/4/ECoftheEuropeanParliamentandofthe

Council.of28January20030npublicaccesstoenvironmental

informationandrepealingCouncilDirective90/313/EECな お,2003/4

/EC指 令 につ いて は後 に詳 細 に検 討 す る。

(8)Ibid.,Art.7(1).

(9)そ の 代 表 的 な もの が,環 境 の よ うな 「公 益 」 を保 護 す る た め に 市 民 や 環 境 保

護 団 体 に よ って 提 起 され る い わ ゆ る 「公 益 訴 訟 」 で あ る。 公 益訴 訟 の 歴 史,判

例,根 拠 な ど につ い て詳 し くは,林 晃 大 「イ ギ リス に お け る公益 訴 訟 」 法 と政

治58巻2号(2007年)345頁 以 下 参 照 。

ω イ ギ リスで は,他 の国 々 に先 駆 け て17世 紀 後 半 か ら産 業 革 命 を 原 因 とす る大/
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イギ リスでは,産 業革命以降,公 的機関の保有する環境情報の秘密性が

重視 され,市 民に対する情報公開に関して消極的な時代が長 く続いてい

た。 しか しなが ら,王 立環境汚染委員会(RoyalCommissiononEnviron-

mentalPollution,以 下RCEP)に よる勧告や市民運動などの影響を受け,

1974年 汚染規制法が環境情報提供制度である公的登録簿を水質汚濁の領域

において導入 したことにより,環 境1青報の積極的公開の時代へと突入する

こととなる。その後引き続き様々な環境汚染領域において公的登録簿が導

入され,市 民や環境保護団体が広 く環境1青報にアクセスすることが可能に

なったのである⑫。公的登録簿には,モ ニタ リングなどによって収集 され

た水や大気など汚染規制の前提になるような,あ るいは規制の結果として

あらわれるような環境状態や汚染状況に関する情報と,規 制当局による許

可や同意など環境行政過程の情報との両面か ら登録されてお り,環 境 リス

クを判断する上でも,規 制当局の活動を監視する上でも非常に有意義なも

のとなっている(③。現在,公 的登録簿はインターネ ットなどを通 じて広 く

提供されていることか ら,同 制度はイギ リスにおいて市民が公的機関保有

の環境1青報ヘアクセスするための中心的な手段となっている。開示請求と

いう煩雑な手続きを経ずに,市 民に対 して環境情報を広 く提供することに

よって,市 民は容易に情報を入手することができ,環 境 リスクに対する認

識を高めることができるのである。このことか ら,イ ギ リスではオーフス

＼気汚染や水質汚濁などの環境被害が深刻化 していた。また,こ れに対 して,

1863年 には世界で最初の環境汚染規制を行う行政機関である「アルカ リ検査団」

が設立されており,同 国は行政による汚染規制をいち早 く行おうとした国の1

つであると言われている。林晃大 「イギリスにおける環境情報提供手法一公的

登録簿制度についての一考察一」近畿大学法学57巻4号(2010年)141頁 参照。

(ll)本 稿でのイギ リスとは,イ ングランドとウェールズを指す。

(12)イ ギ リスにおける環境情報公開の歴史については,林 ・前掲注(1①143頁以 下

参照。

q3)公 的登録簿についての詳細は,林 ・前掲注qo)169頁以下参照。
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条約の批准あるいは2003/4/EC指 令の制定以前か ら 「情報提供」制度が

確立されていたと言えよう。

しか しなが ら,た だこのような 「情報提供」制度だけを充実させても市

民参加の観点か らは不十分である。先述 したように,オ ーフス条約は,「情

報開示」と 「情報提供」の両面からの環境情報公開の促進を規定 しており,

公的登録簿に代表される 「情報提供」制度では入手することができないよ

うな環境1青報に市民がアクセスする手段も同時に構築する必要性を重視,

それを 「情報開示」制度の確立によって行うことを各加盟国に要求 してい

るのである。オーフス条約を締結 していないわが国においても,国 レベル

では1999年 に 「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」(以 下,情

報公開法)が,地 方 レベルでも大部分の地方公共団体において情報公開条

例が制定されており,こ れらを通 じた 「情報開示」制度が構築 されている。

また,公 的登録簿を通 じた 「情報提供」制度が充実 しているイギリスでも,

2005年 のオーフス条約の批准を前に,2004年 環境情報規則⑭が制定され,

公的機関保有の環境1青報に関する開示制度が整備されているのである。な

お,イ ギリスの2004年 規則は,公 的機関の保有するあらゆる性質の情報に

適用されるわが国の制度とは異な り,「環境情報」の開示にのみ焦点を当て

ている点に特徴がある。

それではイギ リスにおける環境情報公開制度の1つ として用いられる

2004年 環境情報規則とはどのようなものなのであろうか。また,市 民は同

規則の下でどのように環境1青報を入手することができるのであろうか。さ

らに,イ ギ リスですでに導入されていた公的登録簿に代表される 「情報提

供」制度との関係はどのようなものなのであろうか。本稿は,イ ギ リスに

おける公的機関の保有する環境情報の開示制度について,そ の歴史的展開

q4)EnvironmentalInformationRegulation2004
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や現行制度の詳細を検討 し,わ が国の制度に対する示唆を与えようとした

ものである。

第1章 では,2004年 環境情報規則について検討する前提として,同 規則

制定以前のイギ リスにおける環境情報開示制度の実態を,国 際的動向を踏

まえなが ら考察する。その後,第2章 では,現 在のイギ リスにおいて環境

情報に関する開示請求の根拠となる2004年 環境情報規則の規定する開示シ

ステムについて,第3章 では,開 示請求が行われた情報の開示 ・不開示の

基準について,そ れぞれ2004年 規則の規定と情報審判所の判断を分析,検

討 した上,第4章 で同制度の意義の提示及びわが国の制度 との比較を行

う。

第1章 環境情報開示 に関するイギ リスの動向

20世紀中頃か ら21世紀初頭,オ ーフス条約の批准など国際的な動向を受

け,イ ギ リスでは,公 的機関が市民の請求を受けて環境情報を開示するよ

うな 「情報開示」制度が導入されることとなった。これにより,市 民によ

る環境情報へのアクセスが これまで以上に格段に広 く認められるように

なったのである。

イギ リスにおける環境情報開示制度の確立についてはEUな ど国際的な

動向が密接に関係 しているため,本 章では国際的な動向を踏まえた上でイ

ギ リスにおける 「情報開示」制度について考察する。

第1節90/313/EEC指 令 及 び1992年 環 境情報規則

(1)90/313/EEC指 令

ECは1970年 代 以降,環 境政策 に関す る計画を 「環境行動計画(Environ-

mentalActionProgramme)」 と して提示 して お り,環 境 情報 の開示 は
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1973年 の 「第1次 環境行動計画」の策定以来重要な課題であるとされてい

た⑮。 しか しながら,実 際に環境情報開示に関する一般的な法的措置が採

られたのは1987年 の 「第4次 環境行動計画」の策定以降であった。ECは

この 「第4次 環境行動計画」に基づき,環 境情報開示に関する全10条 か ら

構成 され る 「環 境情 報 への ア クセ スの 自由に関 す る指令(以 下,

90/313/EEC指 令)」(1④を定めたのである。同指令は情報へのアクセス権の

促進を意図 して策定された包括的な規定であったが,現 実的かつ具体的な

要求は何 ら課 しておらず,制 度の策定を全て加盟国の裁量に委ねるという

性質を持つものであった⑰。 しか しなが ら,同 指令は,「少なくともECが

各加盟国に対 して環境基準に従い活動するよう圧力をかけるための手段の

1つ となった」⑱という点から高 く評価されている。

90/313/EEC指 令の目的は,「公的機関の保有する環境情報へのアクセ

ス及びその普及の自由を保証 し,基 本用語や,そ れ らの情報が利用可能と

なるための条件を設計するもの」⑲であ り,さ らに同指令は各加盟国に対

して,「自然人あるいは法人からの請求によって,請 求者が利害関係の証明

をすることな く,公 的機関が保有する環境情報を開示することのできるよ

うな制度を確保する」⑳よう要求 していた。

そのような中,90/313/EEC指 令は,公 的機関が開示すべき 「環境情報」

⑮StuartBell&DonaldMcGillivray,EnvironmentalLaw,7thed.,

(OxfordUniversityPress,2008)p.299.

q6>CouncilDirective90/313/EECof7June19900nthefreedomof

accesstoinformationontheenvironment

⑰StuartBell&DonaldMcGillivray,op.cit.,p.299.

q⑳DanielWilsher,"FreedomofEnvironmentalInformation:Recent

DevelopmentsandFutureProspects"[2001]7EuropeanPublicLaw

671.

q9>CouncilDirective90/313/EEC,Art.1.

⑳Ibid.,Art.3(1).
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の定義 につ いて 「水,大 気,土 壌,動 物,植 物,土 地及 び 自然地域 の状態,

ま たこれ らに悪影響を与え るか,与 え るおそれの ある活動(騒 音の ような

害を生 じさせ るものを含む)や 措置,ま たは行政活動や環境管理計画を含

む これ らを保護す るための活動や措置 に関す る文書,画 像,音 声 あるいは

データベー スの形態 に よ り利用可 能な情報 をい う」⑫1)と規定 してい る。 さ

らに 「公 的機 関」 の定義 について は,「 司法あ るいは立 法権限 によ り活動

を行 う団体を除 く,環 境 に関す る責任を有 し情報を保有す る国家 レベル,

地 域 レベルの あ らゆる行政機関を いう」四 と定 めている。

90/313/EEC指 令 は原則 として公的機関の保有す る環境情報の開示を促

進 して いるが,そ の中で例外 も規定 してい る。それに よると,「(a):公 的 機

関 による手続の秘密性や国際関係及 び国防 に悪影響を与え る情報」,「(b):

市 民 の安全 に悪影響を与え る情報」,「(c):訴 訟 審理 中の事柄 に悪影響を与

え る情報」,「(d):知 的 所有権を含む商業的秘密性 に悪影響を与え る情報」,

「(e):個 人 デ ータの秘 密性 に悪影 響を与 える情 報」,「(f):法 的 義務 に よら

ず に情報を提供 した第三者の利益 に悪影響を与え る情報」,「(9):環 境 に対

して損害を与え る情報」,「(h):未 完 成の文書やデー タあるいは内部伝達事

項」,「(i):開 示 請求が明 白に不合理な場合や開示の対象が特定 されて いな

いような場合」に関 しては,各 加盟 国はそれ らの開示 を拒否す る ことが 「で

きる(may)」 よ うにす るべ きであ るとされ る㈱。

90/313/EEC指 令 は これ らの定 義や例外規定を置 いて いたが,欧 州司法

裁判所 は環境情報が不開示 とされ る範囲 は可能な限 り制限 され るべ きで あ

る と考 え て い た。 この よ うな 姿勢 が示 され たの がCaseC-321/96Wil-

helmMecklenburgv.KreisPinneberg-DerLandra轡 で ある。本事案 は,

(21)Ibid.,Art.2(1)(a).

⑳Ibid.,Art.2(1)(b).

⑳Ibid.,Art.3.

⑳[1998]ECR1-3809.
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ドイツ国民であるWilhelmMecklenburgが,90/313/EEC指 令 に基づ

き㈱,1993年 に ドイツのピンネベルク郡に対して道路建設時の自然保護に

関する地方公共団体の意見を示 した文書の複写の開示を求めたことに対 し

て,当 該情報が 「環境情報」には該当しないことを理由に開示を拒否され

たというものである。 これについて,欧 州司法裁判所 は,「環境情報」と

いう概念は幅広いものであり,道 路建設に関する決定に影響を与えるであ

ろう文書もそこに含まれるとして 「環境情報」の概念を広 く解釈 した。こ

のことか らも,環 境情報の開示 ・不開示の基準について,欧 州司法裁判所

は,不 開示という例外は限定されるべきであり,同 指令の目的に従い,原

則として環境情報を広 く開示すべきであると考えている⑳。

さらに90/313/EEC指 令によると,開 示請求を受けた公的機関はできる

だけ迅速に,遅 くとも2カ 月以内に何 らかの回答を しなければな らず,開

示を拒否する場合にはその理由を示 さなければならない⑳。また,同 指令

は,開 示請求が不合理に拒否されたあるいは不適当な回答を受けたと考え

る請求者について,国 内法に従って司法あるいは行政による審査を求める

ことができるようにすべきであると規定 している㈱。

(2)1992年 環境情報規則

90/313/EEC指 令を受けて,イ ギ リス国内では1992年 環境情報規則⑳が

制定された。これはイギ リスにおいて導入された初めての環境1青報開示制

⑳ ドイ ツ で は,90/313/EEC指 令 を 受 けて 環 境 情 報 開 示 に関 す る法 律 が 制 定 さ

れ た の は1994年 で あ っ た た め,本 事 案 に お い て原 告 は 同 指令 に 基 づ い て 情 報 開

示 請 求 を 行 って いた 。

⑳SeeStuartBell&DonaldMcGillivray,op.cit.,p.299.

(27)CouncilDirective90/313/EEC,Art.3(4).

(2∂Ibid.,Art.4.

⑳EnvironmentalInformationRegulations1992
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度であり,1985年 に導入されていた環境情報提供制度である公的登録簿と

共に,公 的機関の保有する環境情報への市民によるアクセスを促進するも

のである。

1992年 規則は,公 的機関の義務として,「本規則が適用されるような情報

を保有する関係者は,本 規則の規定に従い,請 求する全ての者に対 して情

報を開示 しなければな らない」⑳と規定 している。

1992年 規則によると,先 述の 「本規則が適用されるような情報」とは,

「(a):水あるいは大気の状態,植 物あるいは動物の状態,土 壌の状態,自 然

地域あるいはその他の土地の状態,(b):(a)に 対 して悪影響を及ぼすか,及

ぼすおそれのある活動(騒 音や他の害を生 じさせるようなものも含む)や

措置,(c):(a)を 保護するために計画された活動や措置(環 境管理計画を含

む)に 関する情報」⑳のことを指 し,こ こでの 「情報」とは,登 録簿,報 告

書などの記録に含まれるようなあらゆるものをいう勧。 さらに 「関係者」

とは,環 境に関する責任を有する大臣,政 府省庁,地 方公共団体,そ の他

国家 レベル,地 域 レベルで環境に関する責任を有 した公的な役割を有する

全ての者を指す欝。

そして 「関係者」は,市 民による開示請求があった場合,(a)で きるだけ

迅速に,(b)遅 くとも2カ 月以内に回答 しなければならず,(c)開 示を拒否す

る場合には文書によってその理由を示さなければならない劔。

このように1992年 規則は90/313/EEC指 令の規定 とほぼ同様の もので

あると言えるが,そ こには差異も存在する。例えば,90/313/EEC指 令が,

情報開示の請求がある場合には「請求者が利害関係の証明をすることなく」

(3①Ibid.,reg.3(1).

(31)Ibid.,reg.2(2).

(32>Ibid.,reg.2(4).

(331bid.,reg.2(3).

(34)Ibid.,reg.3(2).
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公的機関が環境1青報を開示す ることので きるような制度を整備す るよう要

求 して いる一一方で,1992年 規 則 は同様の文言を規定 して いな い。 この文言

は開示請求者の権利を強調 したもので あ り,請 求者が いたず らで開示請求

を行 って いるということを理 由に公的機関が開示を遅延 した り,拒 否 した

りす ることを避 けるという意味で重要 な ものだと考 え られている㈹が,同

規則 はこの文言を条文 に組み入れなか ったので ある。

また,1992年 規 則 と90/313/EEC指 令 の間 には,公 的機関が情報開示を

拒否す ることので きる例外規定 にも差異が存在す る。1992年 規 則 は,「(a):

国 際 関係,国 防,市 民の安全 に対 して影響を与え るような事柄 に関係す る

情報」,「(b):訴 訟 手続 に関係す る情報」,「(c):公 的 機関 による手続の秘密

性,あ るいは内部伝達事項 に関係す る情報」,「(d):未 完 成の文書や記録を

含 む情報」,「(e):商 業 的 ・産業 的秘密性 あるい は知 的財産 に関係す る情

報」 をそれ ぞれ秘密情報 として 「扱 うことができ る(capable)」 と規定 し

て お り鮒,さ らに,「(f):情 報 開示 が法規則 に反 する場合」,「(9):情 報 が個

人 データを含んで お り,開 示の 同意がな い場合」,「(h):情 報 の提供が法的

義務 によ らず,自 発的 に行われ た場合」,「(i):情 報 開示が環境 に対 して損

害 を与え るで あろう場合」 には,そ の情報を秘密情報 と して 「扱わな けれ

ばな らな い(must)」 と規定 してい る⑳。 つ まり,上 記(a)か ら(e)の情 報 には,

開 示す るか どうかを判断す る裁量が公的機関 に委ね られて お り,(f)か ら(i)

に関 して は,た とえ それが市民 に対 して何 らかの意味で重要で あったと し

て も開示 す ることはできないので ある㊨a。90/313/EEC指 令 が環境情 報開

示 を拒否す ることの 「で きる」場合のみを規定 して いることか らも,1992

㈲DanielWilsher,op.cit.,[2001]7EuropeanPublicLaw,p.677.

㈹EnvironmentalInformationRegulations1992,reg.4(2).

(37)Ibid.,reg.4(3).

G⑳DanielWilsher,op.cit.,[2001]7EuropeanPublicLaw,p.678.
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年規則が不開示の可能性を高めているという点で大きな違いがある。

さらに1992年 規則は90/313/EEC指 令と異なり,情 報の開示が拒否され

た場合の審査請求について何 ら規定を置いていない働。これらの点を見て

も,1992年 規則は90/313/EEC指 令に比べて開示が拒否される可能性が高

くなっており,市 民の視点か ら見ると,イ ギ リスにおける環境情報開示制

度の構築がこの段階では不十分であったことが分かる。

その後,イ ギ リスでは,1992年 規則の定める例外規定を修正 した1998年

環境情報(修 正)規 則㈹が制定された。1998年 規則は1992年 規則の例外規

定について,(a)か ら(e)の定める 「関係する情報」という文言を 「影響を及

ぼす情報」へと変更することにより,90/313/EEC指 令の意図を正確に反

映 している。つまり1992年規則の下では,条 文に定められたような性質を

持つあらゆる情報が不開示とされる可能性があるのに対 して,1998年 規則

の下では,そ れが関係する利益に影響を及ぼすかどうかの判断を行った上

で,何 らかの影響を及ぼす場合にのみ不開示とされることとなったのであ

る。このことか ら,1998年 規則は1992年 規則と比較 しても,環 境情報の不

開示の範囲を限定 していると言うことができる。

1992年 規則及び1998年 規則は,環 境情報開示制度について包括的に定め

た最初の規定であり,こ の時点でイギ リスには 「環境情報」以外の公的機

関保有情報を対象にした一般 的な情報公開法規が制定されていなかったこ

とか ら,「環境情報」に特化 した開示制度がそれよりも早い段階から存在 し

ていたこととなるω。

㈹ この よ うな 規 定 が な い に もか か わ らず,市 民 が情 報 の 不 開 示 決 定 に 対 して 司

法 審 査 を 請 求 す る こ と は 可 能 で あ る と考 え られ て い る。SeeSusanWolf&

NeilStanley,EnvironmentalLaw4thed.,(CavendishPublishing

Ltd.,2003),p.476.

ωEnvironmentalInformation(Amendment)Regulations1998

ql)田 中 嘉 彦 「英 国 にお け る情 報 公 開 一2000年 情 報 自 由法 の 制 定 とそ の 意 義 一 」/
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(3)90/313/EEC指 令 と1992年環境情報規則の欠点

ECで 制定された90/313/EEC指 令及 びイギリスにおいて制定 された

1992年 環境情報規則により,市 民による開示請求に基づ く環境情報開示制

度は急速な進歩を遂げた。 しか し,こ れ らの規定には以下のような欠点が

あると指摘されていた。

第1に,90/313/EEC指 令及び1992年 規則は 「環境に関する責任」を有

する 「公的機関」の保有する情報に適用されると規定 しているが,こ れ ら

の文言の定義が不明確であると批判される働。例えば,「公的機関」である

とも 「環境に関する責任」を有 しているとも言えないような例えば公的責

任を有する民営化された機関に対 してこれ らの規定が適用されるかどうか

といった議論を引き起こすことになるか らである。これについて,こ こに

は「環境に関する責任」を有する民営化された水道会社なども含んで考える

べきであると主張する学説もある⑬。

第2に,90/313/EEC指 令及 び1992年 規則の定める 「環境情報」の定義

はかな り広範囲にわたっているものの,あ る一一定の領域についてはそれに

該当するかどうかが不明確であるということが指摘されている。人間の健

康への影響に関する情報や,何 らかの計画を正当化するために用いられる

経済分析に関する情報などが 「環境情報」に該当するのかについての明確

な規定が存在 していないことがその理由である幽。

第3に,こ れ らの規定は,市 民による開示請求を受けた公的機関が情報

の開示を拒否することのできるいわゆる例外規定を置いているが,そ の範

囲が広すぎると批判される㈲。これらの規定の下では,例 えば現在のよう

＼ 外 国 の 立 法216号(2003年)5頁 参 照 。

幽StuartBell&DonaldMcGillivray,op.cit.,p.300.

⑬SeeSusanWolf&NeilStanley,op.cit.,p.474.

ωStuartBell&DonaldMcGillivray,op.cit.,p.300.

㈹Ibid.
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に公的機関が情報の開示を認めるかを判断する際に,公 益性を検討する必

要がない。つまり,開 示請求された情報がこれ らの例外規定に該当 してい

れば,た とえ開示が公益に適っていたとしても,公 的機関は容易に不開示

とすることができるのである。

第4に,情 報の開示が拒否された場合の救済手段 として,90/313/EEC

指令が規定する司法あるいは行政による審査だけでは不十分であるとされ

る㈹。また,イ ギリスはもちろん,多 くのEC加 盟国においても,こ れらの

手段は審査を求める者にとって煩雑で費用のかかるものであると批判され

ており,ま た,司 法審査は公的機関の行った開示拒否決定の適法性のみを

判断するものであるため,市 民か らの請求について再び検討するようなも

のではない点も指摘されている㈲。 さらに,1992年 規則は救済に関する規

定を一切 置いていない。先述 したように,不 開示決定については司法審査

が認められる余地はあるものの,何 ら明文の規定を置いていないことにつ

いては批判されるべきものであろう。

第5に,90/313/EEC指 令及び1992年 規則は公的機関に対 して2カ 月以

内に 「回答」する旨を規定 しているが,こ の文言に従うと,公 的機関は開

示請求にただ何 らかの 「回答」をするだけにな り,実 際にその期間内に情

報を開示 しな くてもよいと考え られる姻。

最後に,90/313/EEC指 令は公的機関に対 して市民による請求に基づい

た情報開示の義務のみを課 しており,「情報提供」制度については具体的な

規定を置いていないため,公 的機関による受動的なものに過ぎないと批判

される㈹。1992年 規則 も同様であるが,イ ギ リスには個別法によって導入

㈹Ibid.

⑳SusanWolf&NeilStanley,op.cit.,p.476.

㈹Ibid.

qgIbid.
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されている公的登録簿をはじめとする公的機関による能動的な「情報提供」

制度が存在 してお り,ECレ ベルと比較すると,よ り広い範囲での情報の

提供が実現されていたと言えよう。

第2節 オーフス条約及び2003/4/EC指 令

(1)オ ーフス条約

1998年,環 境保護を目的とした市民参加を促進するためにオーフス条約

が採択された。先述 したように,同 条約は,「①環境に関する情報へのアク

セス権」,「②環境政策決定への市民の参加権」,「③環境問題に関する司法

へのアクセス権」という3つ の権利をあらゆる人に保障することを目的と

する旨を定めており,締 結国がそれぞれの国内でこれ ら3本 柱を促進する

ための制度を構築するよう要求 している。

第1の 柱である 「環境に関する情報へのアクセス権」について,オ ーフ

ス条約4条1項 は,「各締結国は,国 内法の枠組みにおいて,… …公的機関

が,環 境情報の開示請求に応 じて,市 民が当該情報を入手することができ

るよう確保 しなければな らない」6①と規定 している。同項によると,「(市

民は開示についての)利 害関係を示す必要はない」6Dとされており,さ らに

「公的機関が他の形式で情報を公開する方が適切である場合や……,情 報

が既に他の形式で公開されている場合」勧 には公的機関が情報を開示する

義務はないとされている。また,同 条には,公 的機関は開示請求が提出さ

れてか らできるだけ迅速に,遅 くとも1ケ 月以内に情報を利用可能にしな

ければな らない旨の規定や,公 的機関が開示を拒否することのできる例外

⑳UN/ECEConventiononAccesstoInformation,PublicParticipa-

tioninDecisionMakingandAccesstoJustice,Aahus,1998.,Art.4

(1).

(5DIbid.,Art.4(1)(a).

(521bid.,Art.4(1)(b).
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規定,開 示される場合に請求者が支払うべき手数料などについても詳細に

定められている。

またオーフス条約は,市 民か らの開示請求がな くても,公 的機関が環境

情報を収集,保 有,普 及するような制度を確保するよう義務付けてお り,

具体的には5条2項 が 「各締約国が,国 内法の枠組みにおいて,公 的機関

が環境1青報を市民に利用可能とする手段の透明性の向上,お よび環境情報

への効果的なアクセスを確保 しなければならない」⑬と規定 している。イ

ギ リスでは,先 述 したように,「情報提供」制度としての公的登録簿が充

実 していたことか ら,こ の点に関 しては,オ ーフス条約に先ん じて既に実

現されていたと言えよう。

それでは,オ ーフス条約の促進 している市民参加というものが環境保護

に対 してどのような意義を持つのであろうか。学説は以下の点を挙げてい

る。第1に,市 民参加は公的機関による環境に関する決定の質を改善する

とされる。オーフス条約の前文は 「アクセスの改善や政策決定への市民参

加は,決 定の質を高める」と示すことにより,環 境保護のための市民参加

の役割を強調 しており,こ れは市民や環境保護団体などの有する専門知識

や価値観を公的機関による決定等に反映することによって達成されるので

ある融。第2に,市 民参加は規制当局による手続を改善す る。公的機関の

決定に対する市民の関与の拡大,環 境に関する情報へのアクセスの促進,

司法的な手段を通 じた事後的な審査制度の充実は,環 境に関する政策決定

者の責任を増加させることにつなが り,さ らに市民の監視の下で公的機関

の手続の正当性を高めることにつながるとされる㈲。第3に,市 民参加は

(531bid.,Art.5(2).

励MariaLeeandCarolynAbbot,"TheUsualSuspects?Public

ParticipationUndertheAarhusConvention"[2003]M.LR.82.

(55>Ibid.,p。83.
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「環境市民権」の促進につながる6⑤。StuartBell&DonaldMcGillivrayに

よると,「環境市民権」 とは,市 民個人が環境との相互作用に責任を有す

るべきであるという考えに基づいた権利であり,環 境保護を目的とした市

民参加は,こ のような 「環境市民権」の促進のために重大な意味を持つと

考えられる㈱。つまり,環 境政策決定において市民に対 して積極的な役割

を担わせたり,情 報へのアクセスを広 く認めることによって環境問題につ

いての認識を高めたりすることが 「環境市民権」の促進の中心となるので

ある。そして最後に,市 民参加は,全 ての者が担う環境問題についての「共

同責任」を果たすのに役立つ⑬。我々が直面 している環境問題は,あ る特定

の者だけではな く,一般 市民を含む様々な利害関係者による協力を通 じて

扱われるべきものであり,あ らゆる人が環境についての責任を有 している

のである。

オーフス条約は,第4条 において市民の請求に基づ く 「情報開示」制度

の促進を,第5条 において公的機関による能動的な 「情報提供」制度の促

進をそれぞれ要求 しており,こ れ らの制度を両面か ら構築することによっ

て,「環境に関する情報へのアクセス権」が保障され,上 述 したような環

境保護のための市民参加が実現するのである。

(2)2003/4/EC指 令

イギ リス と同様 に,EUも2005年 に オ ーフス条 約を批准 した。EUは こ

れ に先立 ち,オ ーフス条約の柱の1つ で ある 「環境 に関す る情報への アク

セ ス権」 の促 進 を行 うた め に,様 々な 欠 点 が あ る と指摘 され て い た

90/313/EEC指 令 に替 え て,全13条 か ら構 成 され る2003/4/EC指 令 を

6③StuartBell&DonaldMcGillivray,op.cit.,p.295.

⑳Ibid.

⑬Ibid.
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2003年 に定 めてい る㈲。同指令 はオ ーフス条約の規定 を忠実 に反 映 し,そ

れ まで指摘 されて きた90/313/EEC指 令 の欠 点 を補 完 しなが ら規定 され

て いる。 その ため,本 稿 では,2003/4/EC指 令 につ いて,90/313/EEC指

令 との差異 に焦点を 当てて検討す る。

2003/4/EC指 令 も90/313/EEC指 令 と同様 に,市 民 によ る請求 に基 づ

く 「公的機関」の保有す る 「環境情報」の開示 につ いて定 めた指令で ある

が,「 環 境情報」の定義 につ いては以前 よ りも幅広 く,さ らに詳細 に規定

してい る。2003/4/EC指 令 に よると,「 環境 情報」 は,90/313/EEC指 令

の定 めるような環境の状態,環 境への排 出物,環 境 につ いての政策や計画

に関す る情 報だ けで はな く,「 費用便 益分析や その他 の経済分析 に関す る

情報」㈹ や,環 境要素 を通 じて影響 を受 ける,あ るいは受 けるおそれの ある

限 りにおいて は「人間の健康や安全の状態 に関す る情報」㊨1)も含む とされて

いるので ある。

さ らに,2003/4/EC指 令 は 「公的機関」の定義 について も拡大 している。

それ によると,「 公 的機 関」 とは,「(a):国,地 域 レベルでの公的な諮問団

体を含む政府 あるいはその他の行政機関,(b):環 境 に関す る特定の義務,

活 動,サ ー ビスを含む,国 内法の下での行政機能を果た して いるあらゆる

自然人 も しくは法人,(c):(a)あ る いは(b)の範 囲 内に含 まれ る団体 また は個

人 による管理の下で,環 境 に関連す る公的責任や機能を有す る,も しくは

公共サ ー ビスを提供す るあ らゆる自然人 も しくは法人」㈱ をいう。つ ま り,

90/313/EEC指 令 が明文 で規定 していなか った公的責任を有 した民間企業

な ども2003/4/EC指 令 の下 では 「公的機関」 に含 まれ る と考 え られ る。

⑲2003/4/EC指 令 に つ い て は,大 久 保 規 子 「オ ー フ ス条 約 とEU環 境 法 ド

イ ツ2005年 法 案 を 中 心 と して 一 」 環 境 と公 害35巻3号(2006年)32頁 参 照 。

㈹Directive2003/4/EC,Art.2(1)(e).

⑳Ibid.,Art.2(1)(f).

㈲Ibid.,Art.2(2).
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また90/313/EEC指 令では,開 示請求を受けた公的機関は遅 くとも2ケ

月以内に 「回答」しなければならないと定められていたが,2003/4/EC指

令によると,公 的機関はできるだけ迅速に,遅 くとも1ケ 月以内に情報を

「開示」しなければならず,情 報の量や複雑さを理由にその期限を2ケ 月に

延長することもできるが,そ の場合には理由を申請者に通知 しなければな

らない㈹。 これによって期限が短縮されると共に,開 示あるいは不開示の

「回答」だけではな く,公 的機関が開示決定を行 った場合には,期 間内に

実際に情報を開示する義務が生 じるのである。また,同 指令は,公 的機関

は情報開示の手数料を課すことができるとするが,そ れは適切な金額を超

えるべきではないとしている㈹。

開示を拒否す ることのできる例外規定 についても,2003/4/EC指 令 は

90/313/EEC指 令の欠点を補完 してい る。2003/4/EC指 令 によると,

「(a):請求された情報を公的機関が保有 していない場合」,「(b):請求が明

らかに適切ではない場合」,「(c):開示請求された情報の詳細……が示され

ていない場合」,「(d):未完成の文書やデータの請求」,「(e):内部伝達事項

の開示請求」に関 しては,公 的機関は情報開示を拒否することができる㈹。

さらに,情 報開示が,「(a):法 律によって秘密が定められているような公的

機関の手続」,「(b):国際関係,治 安,国 防」,「(c):裁判の進行,公 平な裁

判を受ける権利,刑 事上または懲戒上の調査を行 う公的機関の権利」,

「(d):正当な経済的利益を保護す るため国内法あるいはEC法 によって秘

密が定められているような商業情報や産業情報の秘密性」,「(e):知的所有

権」,「(f):開示の同意がない場合における個人データの秘密性」,「(9):請

求された情報を提供する法的義務がな く,自 発的に情報を提供 した人の利

㈹Ibid.,Art.3(2).

御Ibid.,Art.5(2).

㈲Ibid.,Art.4(1).
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益」,「(h):希少生物の生息地のような情報に関連する環境」にそれぞれ悪

影響を与える場合には,公 的機関は情報開示を拒否することができる㈹。

このように,2003/4/EC指 令 は90/313/EEC指 令 に比べて情報開示を拒

否することのできる状況を拡大 しているように見える。 しか しながら,こ

れ ら2つ の指令の間には決定的な差異があり,2003/4/EC指 令は 「上記の

開示拒否の根拠は,個 々の事例において開示がもたらす公益性を考慮 し,

制限的な方法で解釈 されなければな らない。つまりあらゆる事例におい

て,開 示がもたらす公益性と,開 示拒否がもたらす利益を比較 しなければ

な らない」㈹という規定を置いている。 これによって,公 的機関が情報開

示を拒否する場合には,不 開示の公益性が開示の公益性を上回らなければ

な らな くな り,90/313/EEC指 令に比べると,公 的機関が開示を拒否する

ことのできる状況を実質的に限定 しているのである。

また2003/4/EC指 令は開示が拒否 された場合における救済手段 として,

90/313/EECの 定める司法あるいは行政による審査のみではな く,迅 速で

安価な審査制度を設けるよう要求 している㈱。

さらに2003/4/EC指 令は,加 盟国に対 して,積 極的な環境情報の普及の

ための措置を行 うよう要求す る㈹。つま り,同 指令は,市 民からの開示請

求に基づ く環境情報開示だけではな く,公 的機関による能動的な 「情報提

供」制度を積極的に構築することによって,環 境情報の公開をより効果的

に実現することを求めているのである。 このように,2003/4/EC指 令 は

オーフス条約の規定に基づきなが ら,90/313/EEC指 令の欠点を補う形で

「環境に関する情報へのアクセス権」の促進を行 っている。

㈹Ibid.,Art.4(2).

㈲Ibid.

㈹Ibid.,Art.6(1).

㈹Ibid.,Art.7(1).
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その後,イ ギ リスは2005年2月24日 にオーフス条約を批准 した。これに

先立ち,イ ギ リスでは1998年 環境情報(修 正)規 則に替えて,2004年 環境

情報規則を制定する。 これはオーフス条約 と2003/4/EC指 令の制定を背

景に作 られたものであり,イ ギ リス国内で制定されていた2000年 情報公開

法⑩を基礎 としたものでもある。

イギリスにおける公的機関の保有する環境1青報への市民によるアクセス

の歴史は,公 開に消極的な産業革命の時代か ら,公 的登録簿導入による積

極的公開の時代を経て,オ ーフス条約やEU指 令を背景に制定された2004

年環境情報規則に基づいたさらなる積極的公開の時代へと突入 していくこ

ととなる。

第3節2000年 情 報公開法

先述 したように,イ ギ リスで はオ ーフス条約の批准 に先立 ち,2004年 環

境情報 規則が制定 され た。2004年 規 則 は,オ ー フス条約 と2003/4/EC指

令 の制定を背景 と して作 られ たもので あ り,2000年 情 報公開法を基礎 と し

て いるσ1)。この2000年 法 及 び2004年 規 則 は共 に2005年1月1日 に全面 的 に

発効 したもので ある。本節で は,イ ギ リスにおいて市民が環境1青報の開示

請求 をす るための根拠 とな る2004年 規 則を検討す る前提 と して,そ の基礎

とな った2000年 情 報公開法 につ いて考察す る⑫。

⑳FreedomofInformationAct2000

⑳seeRoyW.Davis,"TheEnvironmentalInformationRegulation

2004:Limitingexceptions,wideningdefinitionsandIncreasing

AccesstoInformation?"[2006]Env.L.R.51.

(72)な お,2000年 情 報 公 開 法 につ いて はわ が 国 で も先 行 研 究 が 多 数 存 在 す るた め,

本 稿 で は概 略 の み を 紹 介 す る。 詳 し くは,田 中 ・前 掲 注ql)1頁 以 下,木 村 実 「イ

ギ リス にお け る情 報 公 開 制 度 につ い て 」東 洋 大 学 比 較 法39号(2002年)115頁 以

下,池 村 正 道 「イ ギ リス情 報 公 開法 序 説 」 日本法 学72巻2号(2006年)653頁 以

下,宇 賀 克 也 『情 報 公 開法 ・情 報 公 開条 例 」(有 斐 閣,2001年)107頁 以 下 等 参 照 。
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(1)制 定の背景

イギ リスでは元来か ら公的機関の保有する情報に関 して秘密主義の伝統

が強 く,情 報の公開については消極的な姿勢が示されてお り,そ の中で,

1979年 か ら1990年 まで続いた 「サ ッチャー政権も,議 院内閣制と情報公開

法とは相いれないという姿勢をとっていた」⑬。 しかしながら,そ のような

サ ッチャー政権下においても,1985年 地方 自治(情 報アクセス)法 ㈹が制定

されたことにより,地 方公共団体の保有する情報の公開が促進されること

となる。市民は同法の下,カ ウンシルやその内部の委員会の会議に出席す

るだけでな く,ア ジェンダや議事録,報 告書といった情報を自由に入手す

ることができ,さ らに適切な時間であれば無料でこれらの情報を閲覧 し,

手数料を支払えばその複写を取得す ることができるようになったのであ

る㈲。その後,中 央政府の保有する情報に関 して も,メ ージャー政権下に

おける 「市民憲章」により,行 政サービスの評価を可能とするために情報

開示を促進する政策が採 られる㈹など,イ ギ リスでは着実に公的機関の保

有する情報の公開が進められようとしていた。

その後,1993年 の労働党による情報公開法案の提出,1994年 の政府情報

へのアクセスに関する要綱の実施,1997年 のブレア政権下での情報公開に

関する白書の公表などを経て,2000年 には情報公開法が制定され,2005年

1月1日 の施行を迎えた⑰。先述 したように,す でにイギリスでは1992年

㈱ 宇賀 ・前掲注⑫107頁 参照。

⑳LocalGovernment(AccesstoInformation)Act1985

㈲ 林 ・前掲注qo)170頁参照。

㈹ 宇賀 ・前掲注⑫107頁 参照。

⑳ イギ リスにおける情報公開法の制定に向けての動向については先行研究が多

数存在するため,本 稿では概略的な紹介にとどめた。なお,先 行研究としては

主に以下のものが挙げられる。安藤高行「イギ リス情報公開最近二題(上)一 「開

かれた政府』に関する白書とその実行」法政研究63巻1号(1996年)115頁 以下,

吉井秀樹 「イギ リスにおける情報公開へ向けての最近の動向について」石村善/
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環境情報規則が公的機関の保有する環境情報の開示について規定 してお

り,こ れより10年ほど遅れて情報公開に関する一般 法が制定されたことと

なる。

(2)2000年 情報公開法の規定

(a)開 示原則

2000年 情報公開法は,そ の原則 として,「公的機関に対 して情報の開示を

請求するいかなる者も,(a):公 的機関が当該請求に明記された情報を保有

しているかどうかについて,そ の公的機関か ら書面で通知を受け,(b):公

的機関がそれを保有 している場合には,そ の情報の提供を受ける権利を有

する」㈹と規定する。

情報の開示請求は書面で行 うこととされており⑲,そ こには請求者の氏

名と住所⑳,お よび請求する情報の内容を記載 しなければならない⑱1)。な

お,請 求は電子的手段により送付することもできるが,判 読できる形態に

おいて受領されること,ま た,そ の後の参照に供することが可能であるこ

とが必要である㈱。

＼治 先 生 古 稀 記 念 論 文 集 『法 と情 報 」(信 山社,1997年)425頁 以 下,榊 原 秀訓 「情

報 公 開 」 元 山健 ・倉 持 孝 司編 「現 代 憲 法:日 本 とイ ギ リス 」(敬 文 堂,1997年)

89頁 以 下,同 「イ ギ リス:情 報 公 開要 綱 の 改 革 」 行 財 政 研 究32号(1997年)40

頁 以 下,同 「イ ギ リス:情 報 公 開法 制 定 提案 白 書」 行 財 政 研 究35号(1998年)

58頁 以 下,同 「イ ギ リス:ブ レア政 権 の情 報 公 開法 案 」 行 財 政 研 究42号(2000

年)45頁 以 下,田 島泰 彦 「情 報 公 開法 制 定 へ 向 か うイ ギ リス 政 府 の 『知 る権

利 」 白書 を め ぐって 」 法 学 セ ミナー520号(1998年)18頁 以 下 等 。

㈲FreedomofInformationAct2000,s.1(1).

(79>Ibid.,s.8(1)(a).

(8①Ibid。,s.8(1)(b)。

(81)Ibid.,s.8(1)(c).

(82>Ibid.,s.8(2).
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開示請求はあらゆる 「公的機関」に対 して適用されるものである。2000

年法は別表1で その リス トを挙げており,加 えて国務大臣が命令によって

指定 したものも 「公的機関」に含むとされる㈱。また,開 示請求の対象と

なった情報を第三者が公的機関のために保有 している場合にも,公 的機関

が保有 しているとみなされ,同 法の下での開示請求が可能となる鱒。

開示請求を受けた公的機関はできるだけ迅速に,遅 くとも請求を受理 し

た翌日か ら20業務日以内に,請 求された情報を保有 しているかどうかを書

面で通知 し,保 有 している場合には,そ の情報を開示 しなければならな

い㈲。

(b)除 外 情報

この ようにイギ リスで は,2000年 情 報公開法の制定 によって,公 的機関

が情報を市民か らの請求 に基づ いて開示す ることが原則 と して義務付 けら

れ ることとな ったが,同 法 はい くつかの例外規定を置 いて いる。2000年 法

は第21条 か ら第44条 にか けて公的機関が情報を不開示 とす ることので きる

23種 類の 「除外情報(exemptinformation)」 を規定 しているのである。

この 「除外情報」は,2000年 法2条3項 によって 「絶対的除外(absolute

exemption)情 報 」 と 「条件付 除外(qualifiedexemption)情 報 」 に分類

され る。市民 によって開示請求 され た情報が2000年 法 の いう 「絶対的除外

情報」 に該 当す る場合 には,公 的機関 は単 にそれが 「絶対的除外情報」 に

該 当す ることのみを理 由と して情報の開示を拒否す ることがで きる。 この

ような性 質を持つ 「絶対 的除外情報」 には,「 ①請求者 が他の手段 に よ り

合理的 に入手可能な情報(21条)」,「 ②安全保障を扱 う機関 によ り提 出され

(83>Ibid.,s.3(1).

⑧DIbid.,s.3(2).

(85>Ibid.,s.10(1).
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た情報,又 は当該機関に関する情報(23条)」,「 ③裁判記録(32条)」,「 ④

開示が議会特権の侵害に当たるような情報(34条)」,「⑤開示が公務の効果

的な遂行を侵害するような情報(36条)」,「 ⑥個人データに関す る情報(40

条)」,「⑦秘密を条件 として提供 された情報(41条)」,「 ⑧法律の規定によ

り開示が禁 じられている情報など(44条)」 という計8種 類の情報が該当

する。

一方,「条件付除外情報」については,開 示請求された情報がそれに該

当していたとしても,公 的機関が事案のあらゆる状況に照 らして 「公益判

断」を行い,不 開示の公益性が開示の公益性を上回る時にのみ,公 的機関

は情報の開示を拒否することができる㈹。なお2000年 法には,「条件付除外

情報」に該当するものとして,「①将来の公開が予定 された情報(22条)」,

「②国家安全保障の目的のために必要 とされる情報(24条)」,「 ③開示が防

衛を害する又は害するおそれのある情報(26条)」,「④開示が国際関係を害

する又は害するおそれのあるような情報(27条)」,「⑤開示がイギ リス国内

における行政府間の関係を害する又は害するおそれのあるような情報(28

条)」,「⑥開示がイギリスの経済的利益を害する又は害するおそれのある

ような情報(29条)」,「⑦公的機関による捜査及び訴訟手続のために保有さ

れていた情報(30条)」,「⑧開示が犯罪の防止 ・捜査,犯 罪者の逮捕 ・訴追,

司法の運営,入 国管理など法の執行を害する又は害するおそれのあるよう

な情報(31条)」,「⑨開示が会計検査機能を持つ公的機関の職務執行を害す

る又は害するおそれのあるような情報(33条)」,「 ⑩政府の政策,立 案な

どに関係する情報(35条)」,「 ⑪王室との通信に関する情報(37条)」,「 ⑫

開示が個人の身体や精神の健康又は個人の安全を危険にさらす又はさらす

おそれのあるような情報(38条)」,「 ⑬環境に関する情報(39条)」,「 ⑭裁

(8③Ibid.,s.2(2)(b)
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判手続において法律専門家の秘匿特権又は秘匿情報の主張が支持される情

報(42条)」,「 ⑮商業的秘密性を持つ情報(43条)」 という計15種 類の情報

が規定されている㈱。

このようにイギ リスでは,情 報公開に関する一般法が2000年 に制定 さ

れ,2005年 に施行されたが,同 法には公的機関が不開示とすることのでき

る 「除外情報」が多数存在 し,不 開示規定を容易に適用することができる

こと,さ らに施行まで5年 という長い期間を要 したことなどが市民から批

判されてきた。 しか しなが ら,同 法は 「市民に対 して公的機関の保有する

情報への普遍的なアクセス権を与えているという点で革命的」㈱であ り,

また,同 法は 「民主主義と平等性を改善するための優れた道具であり,さ

らに全ての公的事業に関する意識や誠実さ,公 正さ,コ ス トパフォーマン

スなどを改善するといった点からも大いなる利点 となっている」㈱ と概ね

積極的に評価されている。

(c)環 境に関する情報

先述 したように,2000年 情報公開法には 「除外情報」に関する規定が置

かれており,環 境に関する情報についても同法39条1項(a)号 が,「情報を保

有 している公的機関が,第74条 に基づ く規則により,そ の規則に従って情

報を市民に提供することを義務付けられている場合には,当 該情報は除外

情報とする」⑲①と規定 している。さらに,除 外情報の中で も「絶対的除外情

報」について規定 した2条3項 は環境情報を 「絶対的除外情報」には挙げ

⑳ 除 外 情 報 の 規 定 に つ い て,詳 し く は,田 中 ・前 掲 注ql)11-15頁 参 照 。

㈹PhilipCoppel,"EnvironmentalInformation:theNewRegime"

[2005]J.P。L.13.

㈱HeatherBrooke,YourRighttoKnow,2nded.,(PlutoPress,2007),

P.9.

㊤①FreedomofInformationAct2000,s.39(1)(a).
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ておらず,同 法の下では,環 境情報は 「条件付除外情報」に該当すること

となる。

なお2000年 法39条 の規定する 「第74条 に基づ く規則」とは2004年 環境情

報規則のことである⑲1)。現在イギリスでは,公 的機関保有の環境情報の開

示を請求する市民は,2004年 規則に基づいてそれを行うことになるが,た

とえ環境情報の開示請求を受けた公的機関が2004年 規則の下で情報開示を

拒否 しようとしても,2000年 法の定める 「除外情報」規定が存在すること

により,2000年 法39条 に従い,「公益判断」を行った上で,開 示の公益性

が不開示の公益性を上回る場合には当該情報を開示 しなければな らないこ

ととなる。 しか しなが ら,2004年 規則にも2000年 法と同様に,公 的機関が

開示請求に関する公益判断を行 う旨の規定が置かれているため働,実 際に

は2004年 規則の下で開示が拒否されたような情報が2000年 法の下では開示

されるというような状況は存在 しない㈱。

第2章2004年 環境情報規則(1)情 報開示 システム

先述 したように,国 際社会において環境保護を目的とした市民参加制度

の促進が主張され,そ の手段の1つ として,「環境に関する情報へのアクセ

ス権」の重要性が謳われていた。そのような中,オ ーフス条約やEU指 令

が,締 結国や加盟国に対 して,そ れぞれの国内における制度の整備を要求

していた。環境保護に長い歴史を有するイギ リスも,こ れ らの国際的動向

を受け,国 内法の枠組みの中で,公 的機関の保有する環境情報に関する「情

報提供」及び 「情報開示」制度を形成 していくこととなる。

㊤DEnvironmentalInformationRegulations2004,reg.20.

働Ibid.,reg.12(1)(b).こ の 規 定 に つ い て は 後 に 検 討 す る 。

(93>PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.14.
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イギ リスにおける 「情報開示」制度の根拠法規として制定された2004年

環境情報規則は,2000年 情報公開法と同様,2005年1月1日 に施行された

ものであり,オ ーフス条約及び2003/4/EC指 令を忠実に反映 した上で,さ

らにイギ リス独自の規定を導入 している。イギ リスには従来から公的登録

簿などを通 じて公的機関の保有する環境情報の提供が積極的に行われてい

たが,こ れ らの 「情報提供」制度によって市民が公的機関の保有するあら

ゆる環境情報を入手することができるというわけではな く,そ の範囲外に

あるような情報については2004年 規則に基づいた 「情報開示」制度を通 じ

て入手することができるようになったのである。このような点から,同 規

則の制定がイギ リスにおける環境情報公開制度をより強固なものとしたと

言える。

なお2004年 規則は,「①序文(1条 ～3条)」 「②公的機関が保有す る環

境情報へのアクセス(4条 ～11条)」 「③環境情報の開示義務の例外(12条

～15条)」 「④実施規則と歴史的記録(16条 ～17条)」 「⑤執行,提 訴,罰 則,

修正,廃 止(18条 ～21条)」 の全5部 から成 り立 っている。

本章では,2004年 規則を検討する中で,ま ず市民による開示請求手段と

公的機関に課せ られる義務,市 民に対する救済手段など,環 境情報開示の

基本的なシステムについて考察する。

第1節 公的機関の義務

(1)「情報提供」 と 「情報開示」の義務

まず,2004年 環境情報規則が公的機関に対 して課 している義務について

検討する。同規則は,市 民による開示請求に基づ く 「情報開示」制度だけ

ではな く,能 動的な 「情報提供」制度に関 しても公的機関に義務を課 して

いる。つまり,同 規則は 「情報提供」,「情報開示」両面から環境情報の公

開を公的機関に義務付けており,市 民の 「環境に関する情報へのアクセス
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権」を積極的に促進 しようとしたものであると言える。

具体的に見てみると,ま ず第1に,2004年 規則4条1項 は,「公的機関

は,自 身が保有する環境情報に関 して,(a):簡 単にアクセス可能な電子的

手段によって市民が情報を入手することのできるようにし,さ らに,(b):

市民に対する情報の積極的かつ体系的な普及という観点か ら,関 連情報を

整理するための適切な措置を講 じなければならない」㏄と規定 している。

これはあらか じめ環境1青報をインターネ ットなどの電子的手段によって市

民に提供 しておくことにより,公 的機関が市民か らの請求に応 じて情報を

開示するという負担を軽減するために規定されているものであ り㈱,オ ー

フス条約や2003/4/EC指 令の定めている公的機関による能動的な「情報提

供」を実現 したものである。公的機関は,電 子的手段などによる 「情報提

供」制度が存在するか らといって市民か らの開示請求に応える義務を負わ

ないわけではないが,そ の情報が既に提供されていることを請求者に指示

することによりその義務を果たすことができる場合もあるため,こ れは非

常に有用な規定であるとされる㊤③。イギ リスには従来か ら公的登録簿など

の「情報提供」制度が充実 していたが,同 規定によって公的機関がインター

ネ ットを通 じた環境1青報の提供をさらに促進することとなるであろうと考

え られる。

第2に,2004年 規則5条1項 は,「環境情報を保有する公的機関は請求に

応 じてそれを利用可能 にしなければな らない」働 と規定 している。 これは

「情報開示」,す なわち市民か らの請求を受けた公的機関に対 して環境1青報

の開示を義務づける規定であり,90/313/EEC指 令及び1992年 環境情報規

㊤のEnvironmentalInformationRegulations2004,reg.4(1).

(95PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L,p.20.

(96>Ibid.

㊤のEnvironmentalInformationRegulations2004,reg.5(1).
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則,1998年 環境情報(修 正)規 則か ら引き継がれたものである。

なお,こ れ らの規定は,公 的機関に対 して自身が 「保有する」環境情報

を開示するよう義務づけるものであり,当 然の帰結として,公 的機関が現

に 「保有する」環境1青報に対 してのみ市民がアクセスする権利が認められ

ることとなる。例外として,そ れは 「公的機関の代理として第三者が保有

している情報」㈹にまで拡大解釈されることとなるが,市 民による開示請

求への回答 として公的機関が新たに情報を作成する義務は存在 しない働。

例えば,公 的機関が河川水位 と気象条件 に関する情報を保有 していた場

合,た とえ市民か らの開示請求があったとしても,こ れらの情報を組み合

わせることによって洪水予測に関する情報などを新たに作成する必要はな

いのである⑩。

(2)公 的 機関 による情報の 「保有」

それで は,開 示請求 され た情報を実際 に公的機関が 「保有」 して いるか

どうか につ いて,ど の ような判断が行われ るのだ ろうか。 この点 につ いて

情報審判所(lnformationTribunal)(1°Dで 争 われ た事案 にLindaBromley

andOthersv.InformationCommissioner&theEnvironmentAgency㈹

が ある。 イングラン ド中部 に位置す る町,ウ ォ リックにお いて,河 川の洪

水防止の役割を担 って いた堤防が宅地開発 に伴 って撤去 された。 これを受

(98>Ibid.,reg.3(2).

(99PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L,p.18.

qO①InformationCommissioner'sOffice,"WhatisEnvironmental

Information,Version.3"(16March,2009),p.4.(以 下,ICO,Environ-

mentalInformationと 引 用)

qOD情 報 審 判 所 は デ ー タ 保 護 審 判 所(DataProtectionTribunal)と し て 以 前

か ら 存 在 して い た 機 関 が2000年 情 報 公 開 法18条 に よ っ て 名 称 変 更 さ れ た も の で

あ る 。

q②EA/2006/0072,31August2007.
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け,宅 地開発や水害防止に関 して環境庁や地方公共団体が講 じた措置の詳

細を知るため,地 域住民であるLindaBromleyら が,2004年 環境情報規則

に基づき,環 境庁に対 して当該地域における水害防止対策に関するあらゆ

る情報の開示請求を行った。開示請求を受けた環境庁はこれ らの情報を開

示 したが,開 示請求者は,環 境庁は自身が保有 している全ての情報を開示

していないため,「環境情報を保有す る公的機関は請求に応 じてそれを利

用可能にしなければならない」と規定する2004年 規則5条1項 に反 してい

ると主張し,情 報コミッショナー(lnformationCommissioner)㈹ に審査請

求を行 った。 これについて情報コミッショナーが,「環境庁は開示 した以

上の情報を保有 していない」とする裁決通知を出したため,請 求者が審判

所に不服申立てを行ったというのが本事案である。

LindaBromleyは,こ の開示請求には 「堤防の復旧に関 して法的措置を

とる」鵬ための証拠収集 という背景的意図があり,「訴訟を提起される可能

性があることを理由に,環 境庁は 『情報の開示を控えた』のであり,『(環

境庁が)保 有 し,い まだに開示されていないと考え られる情報は,訴 訟を

成功させるために必要な決定的証拠となる』」q㈲と主張,環 境庁が開示 して

いないと考え られる14の情報を挙げた。これに対 して,環 境庁は,開 示請

求が行われた情報は全て開示されていると反論 した。

情報審判所は,環 境庁が実際に全ての情報を開示 しているかどうかを判

断するため,請 求者が主張 した14の情報それぞれについて,開 示請求に対

する公的機関による分析の質,そ の分析に基づいて行われた情報検索の範

ω デ ー タ保 護 コ ミ ッシ ョナ ー(DataProtectionCommissioner)と して 以 前

か ら存 在 して い た機 関 が,2000年 情 報 公 開法18条1項 に よ って 名称 変 更 され た も

の で あ り,情 報 開 示 につ い て監 督 す る こと を 目的 と した政 府 か ら独 立 した 機 関

で あ る。 審 査 請 求 につ い て は後 述 す る。

ωEA/2006/0072,para.8.

q⑮Ibid.
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囲,そ の検索の厳密さと効率性など様々な要素を検討,さ らに,こ れまで

の情報検索などに費や した時間と労力について環境庁の職員に事情を聴取

した。その結果,審 判所は以下のように述べて不服申立てを却けている。

「請求者の疑念 とは反対に,そ れぞれの証人か らは,請 求者を支援 し,請 求

者が望んでいる情報を見つけ出した上でそれを開示することを切望 してい

るという印象を受けた。これは費や した時間に関する表面上の統計よりも

説得力があるものである。……また,こ の不服申立ての審理の準備を行う

中で,情 報開示に関してどのような過誤もないように再確認するため,(職

員による)情 報検索が再度行われており………,こ れらの点を考慮すると,

……環境庁はこれ以上の情報は保有 していない」(1㈲と。つまり,公 的機関

による環境情報の 「保有」の有無は,公 的機関による情報検索の程度,検

索の厳密さなどに加えて,そ れを行った職員の主観的な意見を重視 した上

で判断されることとなる。

第2節 「環境情報」の定義

(1)2004年 環境情報規則2条1項

それでは,2004年 規則に基づいて市民が開示請求することのできる 「環

境情報」とはどのようなものであろうか。同規則2条1項 は以下のように

規定する。「『環境情報』とは,文 書,画 像,音 声,電 子メディア,そ の他

の形式による以下の項目に関するあらゆる情報のことである。(a):空 気,

大気,水,土 壌,土 地,景 観や湿地,海 岸,海 洋を含む自然地域,遺 伝子

組換え生物を含む生物多様性及びその構成要素といった環境要素の状態,

及びそれ らの要素間の相互作用,(b):(a)で 言及された環境要素に対 して影

響を及ぼす,あ るいは及ぼすおそれのある,物 質,エ ネルギー,騒 音,放

(10①Ibid.,para.31.
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射物,放 射能廃棄物を含む廃棄物,排 出物質,排 出物及びその他の環境へ

の放出物といった要因,(c):(a)や(b)で 言及された環境要素あるいは要因に

対 して影響を及ぼす,あ るいは及ぼすおそれのある政策,法 令,計 画,プ

ログラム,環 境協定,活 動 といった措置(行 政による措置を含む),あ る

いはそれ らの要素を保護するために計画された措置や活動,(d):環 境に関

する法律の実施に関する報告書,(e):(c)で 言及された措置や活動の枠組内

で用いられた費用便益分析やその他の経済分析及びその前提条件,(f):食

物連鎖に対する汚染を含む人間の健康や安全の状態,ま た人間生活,文 化

史跡,建 造物の状態。なお(a)で言及された環境要素の状態によって,あ る

いは(b)や(c)で言及された問題によって,環 境要素を通 じて影響を受けてい

るあるいは受けるおそれのある場合に限る」(1吻。

この定義は,2003/4/EC指 令の規定 と同様のものであり,1992年 環境情

報規則よりも拡大 して規定されている。1992年 規則が定めていた環境の状

態,環 境への排出物,環 境についての政策や計画に関する情報だけではな

く,費 用便益分析やその他の経済分析に関する情報や,人 間の健康や安全

の状態に関する情報,ま た文化史跡や建造物に関する情報なども 「環境情

報」の中に含んでいる点で特徴的であると言えよう。また,環 境に対 して

影響を及ぼす措置の中に 「行政による措置を含む」という文言が具体的に

追加されたことにも大きな意味があると考え られる。これにより,1992年

規則の下では 「環境情報」の枠内に入るかどうかが不明確であった規制当

局による許可や同意など環境行政過程の情報が,大 気や水質の状態といっ

た行政による規制の前提となる,あ るいは規制の結果としてあらわれるよ

うな環境状態や汚染状況に関する情報と共に,開 示の対象となることが明

確にされたか らである。これ らの情報を両面か ら市民に積極的に公開する

q⑫EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.2(1).
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ことが環境参加権の実現には必要だと考えられるq㈹ことから,様 々な角度

か ら 「環境情報」の範囲を広げた2004年 規則は,環 境保護のための市民参

加をより促進 しようとするものであると評価することができる。

(2)「 環境情報」の範囲

それでは,具 体的にどのような情報が 「環境情報」に該当するのだろう

か。この点について争われた2つ の事案を検討する。

①MalcolmKirkaldiev.lnformationCommissioner&ThanetDis-

trictCouncil㈹

2005年1月5日,MalcomKirkaldieはThanetDistrictCouncil(以 下

ThanetDC)に 対 して,ケ ン ト国 際空 港 に お け る夜 間 飛 行 に 関 して

ThanetDCが 法 律専 門家 に対 して要求 した 「法的助言(legaladvice)」 を

開示す るよう請求 した。 これを受 けたThanetDCは,当 該情報 は「環境 に

関す る情報」 には当た らな いため2000年 情 報公開法の下で開示 ・不開示の

判断が行われ ると した上,こ れが2000年 法42条 が 規定す る 「裁判手続 にお

いて法律専門家の秘匿特権又 は秘匿情報の主張が支持 され る情報」 に該当

し,さ らに不開示の公益性が開示の公益性を上回 ることを理 由に開示を拒

否 した。開示請求者 は,当 該情報が 「環境 に関す る情報」 に該 当す ると主

張,情 報 コ ミ ッ シ ョナ ー に 審 査 請 求 を行 った が,コ ミッ シ ョナ ー も

ThanetDCと 同 様 の裁 決を下 したた め,情 報審 判所 に不服 申立 てを行 っ

た。

情報審判所 は,ま ず開示請求が2000年 情 報公開法の規定 に基づ いて検討

㈹ 林 ・前 掲 注 ⑩205頁 以 下 参 照 。

qOΦEA/2006/0001,4July2006.

515



近畿大学法学 第58巻 第2・3号

されるべきか,2004年 環境情報規則の規定に基づいて検討されるべきかを

判断するために,「法的助言」の性質 について検討 し,こ れが2004年 規則

2条1項 の規定する 「環境情報」に該当するかどうかについて判断 した。

1990年 都市農村計画法106条1項ql① は,地 方公共団体に対 して,土 地の開発

や利用を制限する目的で,当 該土地の関係者と協定を締結することができ

る旨を定めており,ThanetDCは この規定に基づいてケン ト国際空港を

所有する民間企業と,夜 間飛行や騒音などに関する協定を締結 していた。

本事案で開示が請求された 「法的助言」は,こ の協定の法的強制力に関 し

てThanetDCが 法律専門家に要求 したものである。これについて審判所

は,ま ず 「当該協定の対象は土地,大 気そして騒音,排 出物質といった環

境要素」qlDであることから,2004年 規則2条1項(a)号,(b)号 の範囲内である

とした後,協 定に関する 「法的助言」は,同 項(c)号のいう 「(a)や(b)で言及

された環境要素あるいは要因に対 して影響を及ぼす,あ るいは及ぼすおそ

れのある政策,法 令,計 画,プ ログラム,環 境協定,活 動 といった措置

(行政による措置を含む),あ るいはそれ らの要素を保護するために計画さ

れた措置や活動」に該当すると判断 した。つまり,当 該情報は地方公共団

体と法律専門家との間の 「法的助言」であるが,そ れは2004年 規則のいう

「環境情報」に該当すると言え,審 判所は,情 報の開示 ・不開示の判断は

2004年 規則に従って行われるべきであるとしている。

②MarkWattsv.InformationCommissioner㈹

2005年 末,ウ ェ ー ル ズ に お い て 大 腸 菌0-157が 発 生 し,ウ ェ ー ル ズ 議 会

㈹TownandCountryPlanningAct1990,s.106(1).

ωEA/2006/0001,para.14.

q②EA/2007/0022,6July2007.

516



イギ リスにおける環境情報開示と2004年 環境情報規則

とBridgendCountyBoroughCouncil(以 下,BridgendCBC)が 発 生源

の調査を行 って いた。市民で あるMarkWattsは,2004年 環 境情報規則 に

基づ いて,BridgendCBCに 対 して,当 該 調査の対象であ った食 肉処理会

社JohnTudor&Sonの 施 設 に関 す る報告 書 の複 写を請 求 した。 これを

受 けたBridgendCBCは,請 求 された情報 は 「環境情報」に当た らず2004

年 規 則の対象 にはな らな いと して請求を拒否 したため,開 示請求者が情報

コ ミッシ ョナーに審査請求を行 った。 さ らに情報 コ ミッシ ョナーが 同理 由

か らこれを却 けたため,情 報審判所 に不服 申立てが行われたのが本事案で

ある。

情報 コ ミッシ ョナーも開示請求者 も,開 示請求 された報告書が,2004年

規 則2条1項(f)号 の 規定す る 「食物連鎖 に対す る汚染を含む人間の健康」

に関連す るもので あると認識 して いる点 は共通 して いる。 しか しなが ら,

開 示請 求者 は,2条1項(f)号 の 「な お(a)で 言 及 され た環境要素 の状 態 に

よって,あ るいは(b)や(c)で 言 及 され た問題 によって,環 境要素を通 じて影

響を受 けて いるあるいは受 けるおそれの ある場合 に限 る」 という文言が,

「人 間生活,文 化史跡,建 造物 の状 態」 のみ に適用 され るとす る一 方,情

報 コ ミッシ ョナーは,こ の文言が 「人間生活,文 化史跡,建 造物の状態」

に加え 「食物連鎖 に対す る汚染を含む人間の健康や安全の状態」 にも適用

され る と主 張 したのであ る。 開示請求者 の主張 に依拠 す ると,「 人 間の健

康」 に関す る情報 はいかな る制限 もな く全ての場合 に 「環境情報」 に該当

し,2004年 規 則 の対象 となるが,情 報 コ ミッシ ョナーによると,「 人間の健

康」 に関す る情報 は,「(a)で 言 及 された環境要素 の状態 に よって,あ るい

は(b)や(c)で 言 及 され た問題 によって,環 境要素を通 じて影響を受 けて いる

あるいは受 けるおそれの ある場合」 にのみ 「環境1青報」 に該当す るので あ

る。 さ らに情報 コ ミッシ ョナーは,(f)号 が 適用 され る要件 と して(a)号 につ

いて検討 し,大 腸菌0-157は 「人間の生命 を支 える豊 かでバ ランスの とれ
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た生態系で はな く,む しろ疾病の根源であ る微生物であ る」㈹ ことか ら,(a)

号 の いう 「生物多様性」 には当た らず,そ の ため,(f)号 の いう 「(a)で言 及

され た環境要素の状態 によって……影響を受 ける……場合」 には該 当 しな

いと し,開 示 され た情報 は 「環境情報」で はな いと したので ある。

さ らに情報審判所 も,情 報 コ ミッシ ョナーの考 え に依拠 し,「(a)で 言 及 さ

れ た環 境要素 の状 態 によ って,あ るいは(b)や(c)で 言 及 され た問題 に よっ

て,環 境 要素 を通 じて影 響 を受 けて い るあるいは受 け るおそれの あ る場

合」とい う(f)号の文言 は,「 食物連鎖 に対す る汚染を含む人間の健康や安全

の状態」,「人間生活,文 化史跡,建 造物の状態」全て に適用 され ると判断

してい る。 つ ま り,審 判所 も,「 人 間の健康」 に関す る情報 が全て2004年

規 則の対象 にな るわ けで はな く,そ れ には(f)号の 規定す る一一定の要件が課

せ られ ると したので ある。

その後,情 報審判所 は,人 間の健康が 「((a)号の い う)『 生物多様性』 に

よって直 接的 に影響 を与 え られ てい るか ど うかは不 確か である」ω ことか

ら,情 報 コ ミッショナー とは異な り,大 腸菌0-157が 「生物 多様性」 に該

当す るか否かの判断を回避 し,(f)号 が 適用 され る要件 と して(b)号 を 検討 し

た。審判所 は0-157の 感 染 には食 肉処理 によ って生 じる 「廃棄物」 や 「排

出物」が関連 してい る点 に着 目したのであ る。(f)号 は,「(b)… … で言及 され

た問題 によって……影響を受 ける」で あろう人間の健康状態 に関す る情報

が 「環境情報」 に該 当す る旨を規定 して お り,(b)号 は その 中に環境要素へ

の影響 を与え る 「廃棄物」や 「排 出物」を挙 げているこ とか ら,審 判所 は,

「食肉処理施設 に関す る報告 書」が 「環境情報」 に該当す る として2004年

規 則の下での開示請求を認 めたので ある。

qlゆIbid.,para.9.

qゆIbid.,para.11.
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第3節 「公 的機 関」 の定義

(1)2004年 環 境情報規則2条2項

2004年 規 則 は,市 民 に対 して,環 境情報の開示を 「公的機関」 に請求す

ることを認 めて いる。 同規則 によると,「 公的機関」とは,「(a):政 府 省庁,

(b):2000年 情 報公開法3条1項 に定義 され る公的機関,(c):そ の 他の行政

(publicadministration)機 能 を果 たす 団体 や人,(d):(a)(b)(c)に 含 まれ る者

の規制の下 にあって,(i)環 境 に関す る公的責任を有す る,ま た は(ii)環境 に

関す る公共的な機能を行使す る,あ るいは㈹環境 に関す る公的サー ビスを

提供す る団体 あるいは人」(11箏の こ とである。 つま り,2004年 規 則 は,「 公的

機関」の定義 につ いて,2000年 法3条1項 及 び別表1の リス トに挙 げられ

た機 関 ㈹に,さ らにい くつ かの定 義 を付 け加 え る こ とによ って2003/4

/EC指 令 の規定 に適合 させて いると言え る。な お,「公 的機 関が「司法機能

あるいは立法機能』を果た して いる限 りは,同 規則は適用 されない」ω こと

とされ る。

これ らの規定 によ り,2004年 規 則の いう 「公的機関」 には,2000年 法 の

定 めるような政府省庁,公 所有 の会社,地 方公共団体,国 民保 険サー ビス,

公 立学校や その他の教育機関,警 察,何 百 ものエー ジェンシー,委 員会,

カ ウンシル,特 殊法人 といった公的機関,あ るいは環境庁や環境食糧農林

省,廃 棄 物処理 当局,国 立公 園局,田 園部工 一 ジ ェンシー,イ ング リ ッ

シュ ・ネ イチャーの ような環境 に関係の ある機能を有 した機関だ けで はな

く,一 一定の公共サ ー ビスを提供す るような民間団体 も含 まれ る可能性が あ

る(11勘。 な お,2000年 法及 び2004年 規 則 に基づいた開示請 求の対象 とな る「公

⑮EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.2(2).

ql①2000年 法 の 定 あ る 「公 的 機 関 」 の 定 義 に つ い て は,宇 賀 ・前 掲 注 ⑰110頁 等 参

照 。

⑰EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.3(3).

qlゆPhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.19.
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的機関」の数 は2000年 以 降 さ らに増加 し続 けて お り,

(公 的機 関追加)命 令qゆが出されている。

2002年 には情報公開

(2)「行政機能」の判断

では具体的にどのような団体や人が 「公的機関」に該当し,2004年 環境

情報規則の下での開示請求の対象となるのだろうか。同規則の下で 「公的

機関」に含まれるためには,そ の前提として2条2項(c)号 が規定 している

ように 「行政機能」を果たしていなければな らないため,こ こでは 「行政

機能」とは何かについて情報審判所で争われた2つ の事案を考察する。

①ThePortofLondonAuthorityv.lnformationCommissioner&

JohnHibbert(12の

2005年,市 民で あるJohnHibbertが ロ ン ドン港 湾局(PortofLondon

Authority,以 下PLA)に 対 して,PLAがTemplePierCompanyLtd.

と い う民間企業 に対 して許可を付与 した河川工事の 内容 に関す る情報を開

示す るよう請求 した。 これ につ いてPLAが 情 報の開示を拒否 したた め,

開 示請求者 が情報 コ ミッシ ョナーに審査請 求を行 った。 ここではPLAが

2004年 規 則の規定す る「公的機 関」に該 当す るかが争点 とな り,情 報 コ ミッ

シ ョナーは,団 体の機能の性質,法 的構造,法 的根拠 に着 目す る必要が あ

ると した上,PLAは 河 川工事許 可の付与 とい う機能 を果た して い るとい

うことを考慮 し,「環境情報規則 の 目的に照 らす とPLAが 公 的機関 に該 当

す る ことは間違 いな く,PLAは2004年 規 則2条2項(c)号 の 規定す る行 政

機能 を果 た して いると結論付 けることが可能で ある」ω と判断 した。

⑲

⑳

ω

FreedomofInformation(AdditionalPublicAuthorities)Order2002

EA/2006/0083,31May2007.

Ibid.,para.9.
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これを受 けたPLAは 情 報審判所に不服申立てを行 った。PLAは,同 規

則の いう 「行政機 能」は制 限的に解釈 されるべきである とし,た とえPLA

が 「行政機能」を果 た して いると して も,2004年 規 則 によって課せ られ る

開示義務 は,開 示請求の対象機関が保有す る全ての情報 に適用 され るわ け

で はな く,そ の 「行政機能」 に関す る情報 にのみ適用 され ると主張 したの

で ある。

PLAは1908年 ロ ン ドン港法(ll蹄に よって設立 され た団体で あ り,現 在で

は1968年 ロ ン ドン港法㈹がその職務 について規定 して いることか ら,審 判

所 はPLAが 「行政機能」 を果 た してい るかを判断す るため に1968年 法 に

つ いて検討 した。1968年 法5条 は,「港湾局 には,(a):必 要 あるいは望 ま し

いと考え られ るような港湾 に関す る事業や テムズ川周辺の設備の供給,維

持,操 業,改 善,ま たこれ らの事業や設備の供給 に付随す ると考え られ る

活動を行 う義務,(b):テ ム ズ川の改善や保護の ために必要 あるいは望 ま し

いと考え られ る活動 を行 う義務 がある」㈹ と規定 してお り,PLAは この 中

で河川工事 の許可の付与 も行 って いた。 これについて,審 判所 は,「PLA

が 同法5条 の下 での……義務 …… の対 象 とな って い るこ とは……情報 コ

ミッシ ョナーの主張を裏付 けるもので ある」(12分と述べ,さ らに 「1968年 法8

条1項 が(PLAに 対 して)『 権 限行使』 につ いて大 臣に年次報 告書 を提

出す る」(11ゆ義 務 を,「9条 がPLAに 対 して,大 臣が要求す る時 には,「 権限

行使』の結果,戦 略,情 報 を提供す る」㈹義務 を課 している こと,「PLAが

一般 市民や民間団体 に認 め られ た権限を超えて他者を規制す ることを認 め

ωPortofLondonAct1908

ωPortofLondonAct1968

(1101bid.,s.5.

㈲EA/2006/0083,para.31.

(11①Ibid.,para.34.

(11かIbid.,para.35.
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られ てい る」(ll助こ とな どか ら,「PLAの 機 能 は,地 方 公共団体 や政府 当局

と同様 の ものである」(12のと判 断 し,PLAが 「行政機 能」 を果た して いる団

体で あると結論付 けた。 また,た とえ開示請求 され た情報が 「行政機能」

に関す るもので はな いと して も,そ れが 「環境情報」 に該当すれ ば,PLA

の よ うな 「行政機能」を果 たす機関 には,当 該情報を開示す る義務が ある

とされ る。

②NetworkRailLimitedv.lnformationCommissioner&Network

RailInfrastructureLimited,FriendsoftheEarthandothers(11の

2005年5月26日,市 民で あ るIanFisherは イ ギ リスのニ ュー キ ャッス

ル とカー ライル を結 ぶ路線 で起 きた浸水 に関す る情報 につ いてNetwork

RailLimited(以 下,NRL)に 開 示請求を行 った。 さ らに同年7月28日 に

は同 じ く市 民 で あ るEdwardChambersが 北 ロ ン ドンのDuddingHill

Junctionで2003年 に行 われ た工事 の内容 に関す る情 報 の開示 をNRLに

請 求 した。 これ らの開示請 求を受 けたNRLは,自 身 が2004年 環 境情報規

則2条2項 の定 める 「公的機関」 には該 当 しな いと主張 し,開 示を拒否 し

た。 これにつ いて開示請 求者 が情報 コ ミッシ ョナ ーに対す る審査請 求を

行 った結 果,情 報 コ ミッシ ョナーは,NRLは 環 境 情報規則 の下 での 「公

的機関」に該 当す るとい う裁決 を行 い,こ れを受 けたNRLが 情 報審判所へ

不服 申立て を行 ったというのが この事案で ある。

イギ リスで は,1993年 鉄 道法(llDが鉄 道事業を,そ のイ ンフラ管理 とサ ー

ビスの提供 とに分割 し,イ ンフラ管理の責任 は1996年 に民営化 され た レー

q2ゆIbid.,para.40.

q2のIbid.,para.38.

⑳EA/2006/0061andOO62,17July2007.

qlDRailwaysAct1993
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ル トラック社に,サ ービス提供については交通省を通 じて民間企業に売却

されることとなった。2002年 にレール トラック社が交通省の主導の下で設

立された保証有限責任会社であるNRLに 売却 されたことから,現 在では

NRLが レール トラック社の行 っていた鉄道のインフラ管理を引き継ぎ,

時刻表の整備,線 路 ・信号 ・駅のメンテナンスなど乗客や貨物の安全で効

率的な移動を補助する多 くの役割を果たしている。

情報審判所は,「公的機関」に該当するための要件として,2004年 規則

2条2項(c)号 の規定を引用 した上,「 当該団体が公共的な機能を行使 して

いるだけでは環境1青報規則の対象にはな らず,何 らかの行政機能を果た し

ていなければな らない」㈹と述べている。そして審判所はNRLが 「公的機

関」に該当するかどうかを判断するに当たって,NRLの 性格を考察し,「た

とえNRLが 公共的な機能を果たしていたとしても,行 政機能を果た して

いる団体であるとは言えない」㈹ と結論付け,環 境情報規則の対象には当

たらないと判断 した。審判所はその理由として,「NRLは 鉄道事業を行っ

て いるが,何 ら行政 を行 っているわけで はない し,OfficeoftheRail

Regulator(以 下,ORR)㈹ のように規制団体でもない。……またNRLは

何 ら安全基準を設定 しているわけでもない し,NRLの 持つ指揮権限は他

の営利企業 と同様に規制権限からではな く契約から生 じたものである」㈹

ことを挙げている。さらに審判所によると,「現在のイギ リスにおける鉄

道事業は政府省庁の役割ではない」(13σこと,ま た 「NRLの 長の任命には政

G3カEA/2006/0061andOO62.,para.24.

q識Ibid.,para.27.

働ORRは2003年 鉄 道 安 全 交 通 法(RailwaysandSafetyTransportAct

2003)の 下 で 設 立 され た鉄 道 業 界 全 体 を規 制 す る 団体 で あ る。 政 府 に 代 わ って

鉄 道 営 業 の 許 可 の 付 与 な どを 行 って い る。

㈹EA/2006/0061andOO62.,para.28.

(13①Ibid.,para.29.
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府が何 ら関与 していない」(11Dことも理 由とされている。その上,審 判所は

「NRLが 制定法によって設置されているわけでもなければ,制 定法上の権

限が与え られているわけでもない」㈹こと,「(NRLは)ORRの 規制の対象

ではあるが,規 制の主体ではない」㈹こと,「NRLが 何 ら機能を果たすこと

ができな くなった場合,政 府省庁ではな く,同 じような性格を持った他の

団体がその機能を果たすことになる」(14のことなどを理 由に挙げてお り,イ

ンフラ管理のみを行っているNRLは 何 ら 「行政機能」を果たしているわ

けではないとする。

開示請求の対象となっている団体が 「公的機関」に該当するかの判断に

ついては,義 務や権限など当該団体の性格について規定 している法規を検

討 し,許 可の付与のような 「行政機能」を果たしている団体については,

2004年 規則の下での 「公的機関」に該当することとなる。たとえその機関

が 「行政機能」以外の役割をも担っていたとしても,開 示請求された情報

が 「行政機能」に関するものではないということを理由に不開示とするこ

とは認められず,当 該機関の保有する環境1青報は全て2004年 規則の下での

開示請求の対象となるのである。また,た とえ公共的な性質を持っている

団体であっても,そ の団体の職務や性格などを検討 した結果,「行政機能」

を果たしていないと判断されれば,2004年 規則の下での開示請求の対象と

はな らない。

G3ゆIbid.,para.40.

q3ゆIbid.,para.43.

q3のIbid.,para.45.

q4①Ibid.,para.47.
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第4節 その他の規定

(1)開 示請求の方法

2004年 環境情報規則は,「環境情報を保有する公的機関は請求に応 じて

それを利用可能にしなければならない」㈹旨を規定 しているが,市 民 によ

る請求の方法については,2000年 情報公開法が 「情報の請求は書面で行う

こと」(14カと定めているのに対 して,何 ら規定を置いていない。これは,書 面

はもちろん,口 頭,電 子的手段,ハ ー ドコピーなど様々な手段による開示

請求が認められる可能性を示 しているとされる㈹。

なお,市 民が環境情報の開示を請求する際には,当 該情報について詳細

に説明する必要があり,公 的機関がこれ らの情報を検索 しやす くするため

に請求情報を一覧にすることが望ましいとされている鵬。 もし開示請求者

が請求情報について十分に詳細を説明 していないと考えられる場合には,

「公的機関はできるだけ迅速に,遅 くとも請求を受理 した翌 日から20業務

日以内に,請 求者に対 して詳細を述べるよう要求」闘することとなる。請

求者が請求情報の詳細を説明することにより,公 的機関はその情報を的確

に開示することができるようにな り,請 求されていないような情報を誤っ

て開示する可能性を減少させることになるため,請 求者に課せられる手数

料を減 らすことにもつながると考え られている(14σ。

㈹EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.5(1).

㈹FreedomofInformationAct2000,s.8(1)(a).

㈲StuartBell&DonaldMcGillivray,op.cit.,p.303.

働PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L,p.20.

㈲EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.9(2).

q4①PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.20.
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(2)手 数料

(a)2004年 環境情報規則8条

2004年 規則によると,開 示請求を受けた公的機関が情報の開示を行う際

には,「公的機関は請求者に情報開示のための手数料を課すことができる」㈹

とされる。 しか しなが ら,同 規則には手数料の金額について具体的に定め

られているわけではな く,「手数料は,公 的機関が考える適切な金額を超え

てはな らない」㈹と規定されているのみである。

なお,開 示請求が行われたが,何 らかの理由で情報が不開示とされた場

合には,当 然のことなが ら公的機関は手数料を課すことはできないと考え

られるq4の。さらに,も し開示請求者が,公 的機関によって課せ られた手数

料について不服があれば,情 報コミッショナーに対 して審査請求を行うこ

とができるql①。

2004年 規則によると,公 的機関は環境情報を開示するために手数料の前

払いを要求することができ,そ の場合には,開 示請求が受理された翌日か

ら20業務 日以内に開示請求者 に対 してその旨を通知 しなければな らな

い(11D。また,公 的機関が前払いを要求 している場合には,そ の旨の通知が

なされた 日から60業務 日以内に手数料の支払いがない限 り,情 報は開示

されないこととなる(11カ。

なお,2004年 規則には,公 的機関は公的登録簿に登録されている情報の

提供については手数料を課すことができない旨が定められており⑯,「情報

開示」制度との差別化が図 られている。なお,公 的登録簿の複写について

G⑦EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.8(1).

㊥ゆIbid.,reg.8(3).

q⑲PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.21.

q5①Ibid.

ωEnvironmentalInformationRegulations2004,reg.8(4).

qのIbid.,reg.8(5).

q5帥Ibid.,reg.8(2)(a).
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は手数料を支払う必要がある働。

(b)「 適 切 な金額」 の判 断

先述 したように,2004年 環 境情報規則 による と,情 報開示の 「手数料 は,

公 的機 関 自身が考 え る適 切な金額 を超えて はな らな い」。つ ま り,手 数料

の金額 につ いて は,手 数料を課す公的機関 自身が 「適切な金額」で あると

判断すれ ばよいこととな って お り,さ らに 「適切な金額」の基準 につ いて

同規則 は何 ら規定を置 いて いな いことか ら,結 果 と して公的機関 に広 い裁

量が与え られて いると言え る。

この ような制度が置かれ る中,環 境情報の開示手数料の金額 につ いて情

報 審判 所 で 争 わ れ た事 案 にDavidMarkinsonv.lnformationCommis-

sioner(llaが あ る。DavidMarkinsonはKingsLynn&WestNorfolkBor-

oughCouncil(以 下,KLWNBC)に 対 して,自 宅の建築 に際 して 自身が

行 った数種類 の 申請 に関す る情報 を開示 す るよ う請求 した。 これ を受 け

たKLWNBCが 開示手数料 と して6ポ ン ドを請求 したことにつ いて,開 示

請求者 は2004年 規 則8条3項 の規定す る 「適切な金額」を超 える と主 張 し,

情 報 コ ミッシ ョナー に審査 請求 を行 った。 これ に対 し,情 報 コ ミッシ ョ

ナーは,手 数料の金額 は適切で あると して請求者 に支払 い義務が あると結

論付 けたことか ら,情 報審判所への不服 申立てが行われ た。

こ れ に つ い て,情 報 審 判 所 は,コ ミ ッ シ ョナ ー の 判 断 を 覆 し,

KLWNBCに 対 して再度手数料の設定を行 うよう要求 して いる。その理 由

と して,ま ず審判所 は,「 適正 な金額」 の設定 においては,「 関連す る事柄

のみを考慮 に入れな けれ ばな らず,無 関係な事柄 につ いて は無視 しな けれ

㈹ 公 的 登 録 簿 の 複 写 の 手 数 料 に つ い て,詳 し くは,林 ・前 掲 注(10)169頁 以 下 参

照 。

㈹EA/2005/0014,28March2006.
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ばな らな い」㈹ とす る。審判所 によると,こ こでの「関連す る事柄」とは「複

写 を行 う時の用紙 の料 金」㈲な どであ り,こ れ につ いては手数料 に含 め る

ことがで きるとされ る一方,「 情報 を検索す るために費や した時間」㈹な ど

につ いて は無関係な事柄で あると して それを費用 に換算 した上で手数料 に

含 めることはで きな いとされ る。な お,審 判所 は,複 写の料金 につ いて,

「『適正な金額』 とは,コ ピー店での一般 的な金額 と同様 に,… …A4用 紙

1枚 につ き10ペ ンス程度 で ある」(15のとす る。 このよ うな点か ら,審 判 所 は

「KLWNBCに よ って提示 された6ポ ン ドの手数料 は,他 の公的機 関の設

定 して いる手数料 ともか け離れて お り,何 ら計算 に基づ いた正 当性が示 さ

れて いるわ けで はな い」㈹ と結論付 けている。

情報 コ ミッシ ョナーは,本 事案 について,後 に出 した指針の 中で,「 複写

の料金を判断す るにあたって は,複 写す る用紙の枚数 とサ イズ,そ して複

写機の貸 出料金を考慮 に入れ る」q6Dこと と し,本 事案 で導 かれたA4用 紙1

枚 につき10ペ ンス とい う料金 設定 は,「 適 用すべ き基 準を示 した もので あ

り,こ れ を超 える場合,公 的機 関は適切 な理 由を述 べなければな らない」㈹

とす る。 さ らに,情 報 コ ミッシ ョナーは 「適正な金額」を検討す る場合 に

「他 の公的機 関の行 った判断 のみに依拠」㈹す る ことや,「 情報 の重要性」㈹

や 「公的機関の支出や費や した時間」㈹ に依拠 して金額を判断す ることは望

q5ΦIbid.,para.31.

qめIbid.,para.34.

q5ゆIbid.

q5のIbid.

G6①Ibid.,para.33.

ωInformationCommissioner'sOffice,

Information",(26January2009)p.3.

q⑫Ibid.

q⑬Ibid.

q601bid.,p.4.

q6ゆIbid.

"Ch
argingforEnvironmental
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ま しくな いと示 して いる。

(3)開 示期限

2004年 環境情報規則によると,「開示請求を受けた公的機関はできるだ

け迅速に,遅 くとも請求を受理 した翌日か ら20業務日以内に情報を開示 し

なければな らない」⑯。 もし公的機関が開示請求者に対 して,請 求された情

報の詳細を説明するよう要求 している場合や,手 数料の前払いについて通

知 している場合には,開 示請求者がそれ らを行うまでは日数は計算に入れ

ないこととなる働。さらに,開 示請求された情報が複雑かつ膨大であるこ

とを理 由に期限までに処理が不可能であると公的機関が判断 した場合 に

は,そ の請求を処理するためにさらに20業 務 日の延長をすることができ

る㈹。

(4)助 言,忠 告

2004年 環境情報規則は 「公的機関に対 して助言,忠 告を行うよう要求す

ることが適切な場合に限 り,公 的機関は開示請求者に助言,忠 告を行わな

ければならない」㈹ と規定 している。例えば,請 求情報が詳細に示 されて

いない場合には,公 的機関は請求を受理 した翌日から20営業日以内に請求

者に対 して,そ れをより詳細に示すよう助言,忠 告を行わなければならな

い(11①。

それでは他にどのような場合に公的機関は開示請求者に対 して助言,忠

告を行わなければな らないのだろうか。この点について争われた事案に,

㈹EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.5(2).

q6かPhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.21.

㈲EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.7(1).

q6ΦIbid.,reg.9(1).

q7①Ibid.,reg.9(2)(a).
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KestonRambler'sAssociationv.InformationCommissioner&London

BoroughofBromleyqlDが あ る。KestonRambler'sAssociationがLon-

donBoroughofBromley(以 下,LBB)に 対 して,地 図修正命令 に関す

る情報の開示を請求 したところ,LBBは 手 数料 を課 した上,複 写を請求者

に送付 した。請求者 は当該情報の開示 に当たって,そ れを無料で閲覧す る

ことだけを求 めて いたことか ら,手 数料が課 され たことを不服 と し,情 報

コ ミッシ ョナーに審査請求を行 い,こ れを受 けたコ ミッシ ョナーが請求を

却 けたため,さ らに情報審判所 に不服 申立てを行 った。

情報審 判所 は 「(2004年 規 則)8条 が,一 定 の制 限の下で,公 的機 関が

情報 を開示す る際 に請求者 に対 して手数料を課す ことを認 めて お り,9条

が,適 切な場合 に限 り,… …公的機関 に開示請求者 に対 して助言,忠 告を

行 うことを要求」㈹ しているこ とを受 け,「 ……開示請求 された情報 につ い

て公的機関が検索 し,そ の複写の ために手数料を要求す る場合,… …請求

者が手数料 を支払 って まで複写を必要 と して いるか どうか,あ るいは単な

る閲覧のみ を求 めて いるかを判断す るために,公 的機関 はその 旨を助言,

忠 告す る義務が課 せ られ るであろ う」㈹ と示 してい る。つ ま り,無 料 で情

報の開示が可能な場合 に,単 な る閲覧のみを求 めて いる請求者 に対 して有

償の複写 を提供す ることによって請求者 に金銭的な負担を課す ことがな い

よう,あ らか じめ公的機関 と して は請求者 にその 旨を助言 し,そ の回答 に

応 じて開示 手段 を選択 しな けれ ばな らないので ある。 「この よ うな手 段を

とれ ば,請 求者が何を望んで いるか にかかわ らず,情 報開示 によって生 じ

る不服 を避 けることが可能で ある」働 と審判所 は述べ ている。

qlDEA/2005/0024,260ctober2007.

q7沙Ibid.,para.57.

q7ゆIbid.,para.58.

q701bid.,para.59.
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(5)市 民による異議申立て

開示請求者が,公 的機関が2004年 環境情報規則の規定に反 していると考

えた場合には,請 求者は公的機関に対 して異議を申し立てることができる㈹。

この訴えは書面によって,公 的機関が規定に従っていないと判断 した翌日

か ら40業務 日以内に行わなければならない(11⑲。なお,異 議を受理 した公的

機関は当該請求に関 して再検討を行わなければならず([η,それについての

判断をできるだけ迅速に,遅 くとも申立てを受理 した翌日から40業務日以

内に請求者に対 して通知 しなければな らない㈹。

(6)請 求の移送

2004年 環境情報規則は,「環境情報の開示請求を受けた公的機関が,請 求

された情報を保有 しておらず,他 の公的機関あるいはスコットラン ドの公

的機関が当該情報を保有 していると判断 した場合には,(a):当 該請求を他

の公的機関あるいはスコットラン ドの公的機関へ移送するか,(b):そ の公

的機関の名称と住所を請求者に知 らせなければならない」とする㈹。

当該規定は,開 示請求を受けた公的機関が請求された情報を保有 してい

るにもかかわ らず,他 の公的機関がより詳細な情報を保有 していると判断

されるような場合などには適用されず,開 示請求を受けた公的機関が情報

を保有 していない場合にのみ適用 される㈹。ただ し,前 者のような状況に

あれば,公 的機関は2004年 規則9条1項 に従って助言,忠 告を行う義務を

㈹EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.11(1).

q7①Ibid.,reg.11(2).

q7かIbid.,reg.11(3).

q7ゆIbid.,reg.11(4).

q⑨Ibid.,reg.10(1).

q8①PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.22.
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有す るで あろうと考え られ る㈹。

(7)開 示 形式

市民 による環境情報の開示請求を受 けた公的機関が開示の決定を した場

合,当 該情報 はどの ような形式で開示 され ることとな るのだ ろうか。 これ

につ いて2004年 環 境情報規則 は,「 開示請 求を受 けた公的機関 が情報 を開

示す ることを決定すれ ば,(a):他 の 形式 あるいは他の フォーマ ッ トで開示

す ることが適切な場合,あ るいは,(b):当 該 情報が既 に開示 されて お り,

他 の形式 あるいは他の フォーマ ッ トの方が請求者 にとって容易 にアクセ ス

す ることが可能な場合を除 き,当 該公的機関 は請求者の要求す る形式で そ

れ を開示 しな けれ ばな らな い」q助と規定す る。

それで は,請 求者が開示請求を行 った段階で,特 定の形式 による開示を

要求 して いな い場合,ど の ような形式で開示が行われ るべ きか。 この点 に

つ いて争 わ れ た事 案 にRhonddaCynonTaffCountyBoroughCouncil

v.InformationCommissioner㈹ が あ る。市民 か ら1991年 土 地排水法 の条

文 の 開 示請 求 を受 け たRhonddaCynonTaffCountyBoroughCouncil

(以 下,RCTCBC)は,こ れ らの情報 が図書 館あ るいはイ ンターネ ッ トに

よって既 に閲覧可能で あることか ら,当 該情報 は2000年 情 報公開法21条 の

定 める 「絶対的除外情報」の1つ で ある 「請求者が他の手段 によ り合理的

に入手可能な情報」 に該 当す ると して開示を拒否 した。 この拒否決定を受

けた開示請求者 は,こ の段 階で初めてRCTCBCは 情 報 の複写 を提供す る

べ きで ある と主張 し,情 報 コ ミッシ ョナーに審査請 求 を行 った。 その結

果,コ ミッシ ョナ ーは,「 当該開示請求 は(環 境情報 に関す る ものであ る

q8DIbid.

㈹EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.6(1).

ql帥EA/2007/0065,5December2007.
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ため)2004年 環 境情報規則の下で行われ るもので あ り,同 規則の下で は,

た とえ請求者が他の手段 によ り合理的 に入手可能な状況 にあると して も情

報開示義 務の例外 には該 当 しない」(1曲と し,1991年 土 地排 水法 の条文 の複

写を提供す るようRCTCBCに 義 務付 けたため,RCTCBCが 情 報審判所 に

不服 申立てを行 ったのが本事案で ある。

情報審判所 は,当 該請求 に関す る判断 は2004年 規 則 に従 って行われ るべ

きで あると した上,2000年 法 と2004年 規 則 という2つ の制度の差異 に着 目

した。審判所 に よる と,「2000年 法1条1項(b)号 の下 で は,開 示請求者 は

『情報 の提供 を受 ける(communicated)』 権 利 を有 している」㈹のに対 して,

「2004年 規 則5条 は,環 境情報 を保有す る公 的機 関が 「請求 に応 じてそれを

利用可能(available)』 に しなければな らない」㈹ と規定 している ことか ら,

「2004年 規 則の下 では,… …必 ず しも情報 の複写 を請 求者 に提供す る必 要

はな く,… …公的機 関 が保 有 して いる情 報 を利 用可能 にす るだ けで もよ

い」(11りと考 え られる。つ ま り,本 事案 において,RCTCBCは 図 書館や イン

ターネ ッ トを通 じた閲覧を指示す ることによって 「情報を利用可能 と して

いるので あるか ら,・…・・2004年 規則5条 の下での義務 に従 ってい る」㈹の

で ある。 つま り,「 請求者 が特定 の形 式…… による開示 を請求 してい る場

合 にのみ,… …6条 の規定が適用 され る」㈹ こととな り,開 示請求者が請求

を行 った時点で開示形式を特定 して いな い場合 には,公 的機関 は請求者 に

閲覧方法を示す ことによって環境1青報を 「利用可能」 にすれ ば,複 写な ど

によって開示請求者 に対 して情報を提供す る義務 は存在 しな いとされたの

q801bid.,para.6.

(18励Ibid.,para.25.

(18①Ibid.

q8ゆIbid.,para.26.

(18ゆIbid.,para.41.

(18ΦIbid.,para.26.
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である。つまり,請 求者が情報の複写を入手 したいのであれば,開 示請求

の段階であらか じめ開示形式を指定 しておく必要がある。

さらに,2004年 規則によると,も し情報が請求者の要求する形式で開示

されない場合には,公 的機関はできるだけ迅速に,遅 くとも開示請求を受

理 した翌 日から20業務 日以内にその決定の理 由を述べなければならず㈹,

請求者が要求する場合には書面でそれを提示する必要がある(19D。また,こ

の場合,公 的機関は請求者に対 して同規則11条 の下での異議申立てや,18

条の下での審査請求の制度を利用することができる旨を提示 しなければな

らないqg塾。

(8)拒 否通知

公的機関が開示請求された情報の全部あるいは一一部を開示 しない旨の決

定を行 った場合には,書 面による 「拒否通知」を送付 しなければならな

い㈹。その場合,「 拒否通知」には不開示の理由が明記されなければな ら

ず(1睡,それはできるだけ迅速に,遅 くとも請求を受理 した翌 日から20業務

日以内に行われなければな らない㈹。公的機関が開示期限の延長をした場

合を除き,も し20業務日以内に 「拒否通知」の送付も情報の開示も行われ

ない場合には,請 求者は2004年 規則11条 に従って公的機関に対する再検討

の訴えを行うことができ,ま たそれに対する公的機関の回答が40業 務日以

内に行われなければ,情 報コミッショナーに対 して審査請求することがで

きるのである⑯。

Gl①EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.6(2)(a).

qlDIbid.,reg.6(2)(b).

q⑫Ibid,,reg.6(2)(c).

q⑬Ibid.,reg.14(1).

qlOIbid.,reg.14(3).

qgゆIbid.,reg.14(2).

qlΦPhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.22.
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第5節 救済手段

開示請求者が公的機関による判断に不服がある場合,市 民はどのように

救済される可能性があるのだろうか。2004年 環境情報規則は先述 した異議

申立ての制度と共に,2000年 情報公開法の規定する3段 階の救済手段を適

用する旨を規定 している(11D。

まず第1段 階として 「情報コミッショナーに対する審査請求」の制度が

規定されている。2000年 法50条1項 は,「何人 も,自 身の行った公的機関に

対す る情報開示請求が同法に従って処理されたか どうかについて情報 コ

ミッショナーに対す る審査請求を行 うことができる」㈹としているのであ

る㈹。なお,異 議申立てを行うか審査請求を行 うかの判断については開示

請求者の裁量に委ね られているが,コ ミッショナーによる指令は,異 議申

立てを経た後,そ れに不服があれば情報コミッショナーに対する審査請求

をするよう推奨 している(21①。

審査請求が行われた時には,(a):請 求者が公的機関によって定められた

苦情処理手続を経ていない場合,(b):審 査請求について不当な遅延があっ

た場合,(c):審 査請求が根拠のないあるいは濫用的なものである場合,

(d):審 査請求が撤回あるいは放棄された場合を除いて,コ ミッショナーは

qlうEnvironmentalInformationRegulations2004,s.18(1).

⑯FreedomofInformationAct2000,s.50(1).

qlΦ 情 報 コ ミ ッシ ョナ ー は,審 査 請 求 につ い て検 討 す る義 務 以 外 に も,公 的 機 関

の職 務 の 遂 行 が 実 施 要 領 の 規 定 に従 って い な い 場 合 や,適 切 な運 用 を 行 って

い な い 場 合 に,公 的 機 関 が 採 る べ き 措 置 を 明 記 した 「運 用 勧 告(practice

recommendation)」 や 「執 行 通 知(enforcementnotice)」 な ど を送 達 す る

義 務 を 負 っ て い る。ChristineJohnson"ImprovedAccessRegimefor

EnvironmentalInformationandtheRoleoftheInformation

Commissioner"[2004]6Env.L.Rev,219.審 査 請 求 に 関 連 しな い こ れ らの

職 務 につ い て は 後 の 研 究 課 題 とす る。

¢0①InformationCommissioner'sOffice,"EnvironmentalInformation:

aguideforrequesters,Version.2",(16July2009)p.5.
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何 らかの判 断を行わな けれ ばな らない㈲。なお,審 査請求 を受理 した情報

コ ミッシ ョナーは,公 的機関 による判断 につ いて審査をす るために,開 示

請求 に関す る情報を全て提供す るよう公的機関 に対 して要求す る 「情報通

知(informationnotice)」 を 送付す ることがで きるGo蹄。情報 コ ミッシ ョナー

はこの 「情報通知」を通 じて請求者が開示請求 した情報を入手す ることが

で き,公 的機関 による処理 につ いて判断す る際 にそれを参照す ることとな

る¢⑬。その後,情 報 コ ミッショナーは公 的機 関による判 断について審査 し,

そ の結果 と して公 的機 関 が採 るべ き措置 を示 した 「裁 決通 知(decision

notice)」 を請求者及 び公 的機 関に送付 しなければな らない幽。

情報 コ ミッシ ョナーによる 「裁決通知」 に不服が あれ ば,開 示請求者 ま

たは公的機関 は 「情報審判所 に対す る不服 申立て」をする ことができる㈹。

な お2005年4月1日 に2004年 環 境情報規則が制定 されて以降,情 報審判所

には,2010年5月31日 の 時点で,計45件 の2004年 規 則 に基づ く不服 申立て

が行われて いる㈹。

そ して最終的 に,請 求者 あるいは公的機関が情報審判所の裁決 に対 して

不服が あれ ば,裁 判所 に訴訟を提起す ることがで きる㈲。

第3章2004年 環境情報規則(2)開 示 ・不開示の判断基準

2004年 環境情報規則5条1項 は,公 的機関に対 して,市 民か らの開示請

ωFreedomofInformationAct2000,s.50(2).

¢②Ibid.,s.51(1).

⑳ChristineJohnson,op.cit.,[2004]Env.LRev,219.

⑳FreedomofInformationAct2000,s.50(4).

¢0ゆIbid.,s.57(1).

⑳http://www.tribunals.gov.uk/

㈲FreedomofInformationAct2000,s.59.
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求に応 じた環境情報の開示を原則として義務づけているが,あ らゆる環境

情報が無条件に開示されるわけではない。2004年 規則は1992年 環境情報規

則の例外規定や2000年 情報公開法の除外情報に関する規定と同様に,公 的

機関が開示を拒否す ることのできるような例外規定を設けているのであ

る。

2004年 規則12条 がこの例外規定について定めてお り,こ こでの要件を満

たすような情報については公的機関が開示を拒否することが可能である。

同規則は,開 示の例外規定として,① 「個人データ」を含む情報の不開示,

②情報あるいは開示請求の性質を根拠にした不開示,③ 一定の要素に対 し

て 「悪影響を与える」場合の不開示という3つ の類型を規定 している。 し

か しなが ら,公 的機関は開示請求された情報が単に例外規定に該当 してい

るというだけで不開示とすることはできない。公的機関が情報を不開示と

するためには,上 記①を除き,「公益判断」が必要 とされるのである。

本章では,環 境情報の開示 ・不開示の基準となる,「公益判断」及び 「例

外規定」を情報コミッショナーの指針や情報審判所で争われた具体例など

を分析 しなが ら検討する。

第1節 公益判断

(1)2004年 環境情報規則12条1項(b)号

2004年 規則には公的機関が開示を拒否することのできる例外規定が存在

するが,先 述 したように,公 的機関は情報が同規則の定める例外規定に該

当していることのみを根拠に請求を拒否することはできない㈹。開示請求

された情報が例外規定に該当すると判断された場合,個 人データを含む情

報を除き,「全ての状況において,不 開示の公益性が開示の公益性を上回る

㈹PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.24
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時に,公 的機関は情報の開示を拒否することができる」⑫゚ののである。 これ

は環境情報が2000年 法の規定する 「条件付除外情報」に該当することを具

現化 したものであると言える。 しか し,2004年 規則 は2000年 法 とは異な

り,手 続的根拠による開示拒否の場合にも公益性の判断が必要であるとす

るなど,個 人データを含む情報を除 くあらゆる例外規定に対 して 「公益判

断」を要求 していることか ら,2000年 法と比較 しても,情 報が不開示とさ

れる状況は実質的に限定されているのである。

(2)「 開示推定原則」 と 「公益判 断」

で は,公 的機関 は 「公益判断」 において どの ような点を考慮 しな けれ ば

な らな いのだ ろうか。 この点 につ いて情報 コ ミッシ ョナーが指針を 出 して

いるため,そ れ に基づ きなが ら検討す る。

も し公的機関が,開 示請求 され た情報 につ いて複数の例外規定が該 当す

ると判断 した場合 には,そ れぞれの例外規定 ごとに 「公益判断」を行 うの

で はな く,開 示請求全体 について一度 に 「公益判断」をする こととなる㈹。

これに は公 的機 関の負担 を減少 させ る 目的が あ ると考 え られ る。 ま た,

DepartmentforBusiness,EnterpriseandRegulatoryReformv.Infor-

mationCommissioner⑫IDが 示 す ように,公 的機関 が 「公益判 断」を行 う際

には,「 請 求が行 われた 日,あ るいは少な くともその前後」㈹ にお ける公益

性 を考慮 しな けれ ばな らな い。

さ らに,重 要な点 と して,2004年 規 則12条2項 に注 目す る必要が ある。

⑳EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.12(1)(b).

¢1①InformationCommissioner'sOffice"Thepublicinteresttest,

Version.3"(1July2009),p.4.(以 下,ICO,publicinterestと 引 用)

ωEA/2007/0072,29April2008.

¢②Ibid.,para.105.
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同項は,「公的機関は,開 示を推定することとする」㈹という 「開示推定原

則」を導入 しており,公 的機関は 「公益判断」を行うにあたってこれを常

に念頭に置いておかなければならないとされる僻。つまり公的機関による

「公益判断」の結果,開 示の公益性 と不開示の公益性が同程度であれば,

公的機関は 「開示推定原則」により,当 該情報を開示 しなければならない

こととなるのである。

このような 「公益判断」および 「開示推定原則」について,情 報コミッ

ショナーは指針の中で,「環境情報は,90/313/EEC指 令が定められて以

降,特 に注目を集めたものであり,環 境保護のためには,人 々にとって

……環境情報を入手することが重要であると長い間認識 されている。ま

た,2003/4/EC指 令は 『環境情報へのアクセスの増加とそのような情報の

公開は,環 境問題に対するより大きな意識,自 由な意見交換,環 境政策決

定へのより効率的な市民参加,そ して最終的にはより良い環境に寄与する

こととなる』と規定 している」⑳として,環 境情報開示の重要性について述

べた後,「2004年 規則の主たる目的は従前に比べて環境情報を広 く公開す

ることであり,12条2項 は公的機関に対 して開示の推定を行うよう指示 し

ている。この指示は最初か ら情報開示の公益性に重みを与えているもので

ある」㈹と示 し,「開示推定原則」を導入 している2004年 規則は,可 能な限

り市民に対 して環境情報を開示するべきであるとする姿勢から制定されて

いるものであると主張する。

さらに情報コミッショナーは,「公益判断」における判断基準を何点か挙

⑳EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.12(2).

¢ゆICO,publicinterest,p.5.

⑳InformationCommissioner'sOffice,"AnIntroductiontotheEIR

exceptions,Version.2"(3December,2008),pp.1-2.(以 下,ICO,EIR

exceptions,Ver.2と 引 用)

⑫1①Ibid.,p.2.
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げている。それによると,「透明性,ア カウンタビリティー,市 民参加の促

進を目的とした開示」,「議論の質や政策決定の質を強める開示」,「多額の

公的資金が関係 しているような財政的問題に関する開示」については,開

示の公益性が不開示の公益性を上回 り,反 対に,「開示が何 らかの侵害や不

利益を生 じさせる可能性があるような場合」,「市民による監視を排除 し,

政府や公務員が議論 ・検討することのできるような,い わゆる『安全地帯』

を与える必要のある場合」などでは不開示の公益性が上回るとされる¢1D。

さらに,情 報コミッショナーは,公 的機関が 「公益判断」を行う際に考慮

すべきではないこととして,「開示請求者の身元」,「請求された情報に対す

る誤解釈のおそれ」,「該当す る例外規定の数」,「情報の正確性」などを

挙げている㈹。公的機関は,開 示請求が2004年 規則12条 の定める例外規定

に該当すると判断 した場合には,以 上の点を考慮 しなが ら 「公益判断」を

行わなければな らず,不 開示の公益性が開示の公益性を上回る場合にのみ

当該情報の開示を拒否することができるのである。

第2節 「個人データ」を含む情報の不開示

(1)2004年 環境情報規則12条3項

公的機関は開示請求が行われた情報が 「個人データ」を含む場合,そ の

情報の開示を拒否することが可能である。

「個人データ」を含む情報は,「請求者自身の個人データを含む情報(以

下,請 求者関連情報)」 と,「請求者以外の第三者の個人データを含む情報

(以下,第 三者関連情報)」 に分類することができる。2004年 規則5条3項

は,「請求者関連情報」の開示請求が行われた場合には,同 規則5条1項

②ゆSeeICO,publicinterest,p.6.

②ゆIbid.
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の規定す る開示 義務 は適用 されない と して いる㈹。 ただ し,こ のよ うな情

報 に関 して は,1998年 デ ータ保護法7条 ㈹ に基づ いて開示 され る場合が多

いため,こ こで問題 とな るのは,「 第三者関連情報」の開示 についてである。

「第三者関連情 報」 の開示請 求 につ いて,2004年 規 則12条3項 は,詳 細が

規定 されて いる同規則13条 に従 って判断 され るべ きで あるとす る。なお,

この場合 には,例 外的 に開示 ・不開示の判断 において公的機関 による 「公

益判断」 は必要 とされな い。

2004年 規 則2条4項 によると,「個人 データ」という文言の定義 につ いて

は,1998年 デ ー タ保護法の下での定義が準用 され,同 法1条1項 による と,

「『個人 データ』 とは,(a)当 該 データ,あ るいは(b)当該 デー タ及 びデー タ管

理者の保有す る他の情報か ら識別す ることが可能な生存す る個人 に関す る

データで あ り,そ こにはその個人 に関す る意見や,そ の個人 に関す るデー

タ管理者や第三者 による意思表示 も含む」ω とされる。

情報 コ ミッシ ョナーは,「 情報 が 『個 人デ ータ』 に該 当す るか否 かは容

易 に判別可能で ある」働 とし,そ の基準 として,「 生存す る個人 に関す る情

報でな けれ ばな らな い」⑳ こと,「 その個人が識別 されなければな らない」脚

ことという2つ の要素を挙 げて いる。 また,裁 判所 は,「 情報 が,個 人 と し

ての生活や家族生活,職 業的な立場な ど個人の プライバ シー に影響を及ぼ

す」㈹ ような場合 に も当該情報 は 「個人 データ」を含む と考え られ ると示 し

⑳EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.5(3).

⑳DataProtectionAct1998,s.7.

¢lDIbid.,s.1(1).

⑳InformationCommissioner'sOffice,"Theexemptionforpersonal

information,Version.3."(11November2008),p.3.(以 下,ICO,per-

sonalinformationと 引 用)

¢2鋤Ibid.

¢IOIbid.

⑳Durantv.FinancialServicesAuthority[2003]E.W.C.A.Civ1746.
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て い る 。

(2)2004年 環 境情報規則13条

(a)判 断 基準

先述 したように,「第三者 関連情報」につ いて開示請求が行われ た場合 に

は,開 示 ・不開示の判断基準 と して2004年 環 境情報規則13条 が適用 され る

こととな る。

2004年 規 則13条1項 は,「 第三者 関連情報」 について,同 規則13条2項,

3項 が それぞれ規定す る条件の どち らか に該 当す る場合 には,公 的機関 は

それ を不開示 とすべ きで あると して いる。な お,こ こで最 も頻繁 に適用 さ

れ る条件 は,同 規則13条2項(a)号 の 規定す る 「(a):そ の 情報が1998年 デ ー

タ保護法1条1項 の 『データ』 に関す る定義…… に該 当す る場合で,… …

市民 に開示す ることが次の いずれか に違反す ることにな ること。Oデ ータ

保護原則,01998年 デ ータ保護法10条(損 害又 は苦痛を引 き起 こす おそれ

の ある処理を阻止す る権利)」脚 とい うものであ る。

(b)デ ー タ保護原則

さ らに,こ れ らの条件 の中で も,「 個人 デ ータ」 の不 開示の根拠 として

最 も頻繁 に適用 され るもの は,13条2項(a)号 の 規定 す る 「データ保護原則」

で あ り,こ れ によると,公 的機関 は1998年 デ ータ保護法の いう 「個人 デー

タ」の開示が 「データ保護原則」 に反す る場合,当 該情報を不開示 とす る

ことがで きる。な お,こ れを根拠 に情報を不開示 とす る場合,公 的機関 に

「公益判 断」 の義務 はない。

2004年 環 境情報規則2条4項 は「データ保護原則」につ いて も1998年 デ ー

鱒EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.13(2).
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タ保護法の定義を準用す ると して いる。「データ保護原則」は8項 目か ら成

るが,情 報開示 との関係で該 当す るの は 「データは公平 にそ して適法 に処

理 されな けれ ばな らない」伽 とす る第1原 則 であ り,「 公 平 にそ して適 法

に」というの は 「データ主体 の権利 ・自由又 は正 当な利益(legitimatein-

terest)を 侵 害 せず ……,正 当 な利益 とい う目的の ため に処理 が行 われ

る」㈹場合 を意味す る とされる。 つま り,「 第三者関連情報」の開示 ・不開

示の判断 において基準 とな るの は,開 示請求者が開示 につ いての正当な利

益を有 して いるか否か,ま たその開示が データ主体の権利や 自由を侵害 し

て いな いか どうかで ある。 これ につ いて情報 コ ミッシ ョナー は,開 示 に正

当な利益 があ るとい うため には,「 真 の公益性 が存在 して いなければな ら

ず,単 な る市民の好奇心だ けで は認め られな い」鵬 こととなると し,た とえ

開示 に正 当 な理 由が あ る と判断 されて も,「 情 報 開示 が個人 の プ ライバ

シーへ の過度の介入 を引 き起 こさないかを判断 しな けれ ばな らない」㈹ と

述べて いる。

これ らの点 を情報 コ ミッシ ョナ ー及 び情報 審判所 が明確 に示 した事 案

にWilliamYoungv.InformationCommissioner&Departmentofthe

EnvironmentforNorthernIreland(23Dが あ る。WilliamYoungは,自 身

が行 った住宅の建築許可 申請 に対す る近隣住民か らの苦情 に関す る情報の

閲覧 を北 アイル ラ ン ド環境省(以 下,DENI)に 請 求 した。 これ につ いて

DENIは,こ の ような性質 の情報 を開示す るため には,苦 情を 申 し立てた

全ての第三者 に対 して情報開示の許可を要求す る必要が あると回答 し,開

⑳DataProtectionAct1998,Sch.1.

¢1ゆIbid.,Sch.2.

⑳ICO,personalinformation,p.6.

¢3①Ibid.,p.7.

⑳EA/2007/0048,12December2007.
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示を拒否 したため,開 示請求者が審査請求を行った。情報コミッショナー

は,こ れらの情報には,当 該建設に関してDENIに 対 して苦情を申し立て

た人々の氏名や住所などが含まれており,こ れ らの人々は情報の開示に同

意 していないことを確認 した。そして,コ ミッショナーは,「2004年 規則13

条は,そ のような情報が,個 人データは 『公平にそして適法に』処理され

なければな らないとする……データ保護原則に違反 しているような場合に

は,不 開示とされる旨を規定 し」㈹ているところ,「当該情報の開示は(第

三者の)正 当な期待に対 して不公正なもの」⑳ となり,「このような第三者

情報を開示することはデータ保護原則のいう 『公平』性の要件に違反す

る」㈹ ものであるため,当 該情報を不開示とするべきであると結論付けた。

そこで開示請求者が情報審判所に不服申立てを行った。

これを受 けた情報審判所 も,「ここで問題 となるのは……(請 求者が)

情報開示に関する正当な利益を有 しているかどうかであり,も しそれを有

していたとしても,開 示が市民の権利 ・自由又は正当な利益を侵害 してい

ないかということである」㈱ と示 し,以 下のように述べている。「開示請求

者は,… …建築許可の申請が 『不適当である』とする市民の苦情に対 して

具体的な反論を何 ら行っておらず,こ のように請求者が市民に対 して……

何 ら具体的に抗弁することができないということは,… …請求者が開示の

ための 『正当な利益』を有 していない」㈱ ことを意味するのであり,「たと

えもし請求者が情報開示について正当な利益を有 していると判断されたと

しても,市 民の権利 ・自由,あ るいは正当な利益に侵害を与えることは明

¢⑫Ibid.,para.11.

¢3帥Ibid.,para.13.

¢301bid.

¢3ゆIbid.,para.29.

¢3ΦIbid.,para.30.
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白である」脚ことか ら,「匿名性を維持する強力 な正当な利益が存在す

る」脚と。

このように第三者の 「個人データ」を含む環境情報が開示されるために

は,1998年 データ保護法の規定に従って,開 示請求者が 「正当な利益」を

有 していること及びデータ主体の権利 ・自由又は 「正当な利益」を侵害 し

ないことが必要なのである。また,「個人データ」を含む情報について 「公

益判断」が要求されない理由として,他 のどの例外規定よりも,「個人デー

タ」の保護が重視されていることのあらわれであると言えよう。

第3節 情報あるいは開示請求の性質を根拠にした不開示

2004年 環境情報規則12条4項 は,開 示請求された情報あるいは開示請求

自体が以下のような性質を持っている場合,公 的機関が「公益判断」を行っ

た上で不開示とすることが可能である旨を規定 している。

(1)公 的機関が開示請求を受理 した時点で当該情報を保有 していない場

合(12条4項(a)号)

環境情報の開示請求が行われたが,請 求が受理された時点で公的機関が

当該情報を保有 していない場合,公 的機関は当該情報を不開示とすること

ができる。この規定により,公 的機関が実際に保有 している情報のみが市

民に対 して開示されることとなる。

ここで重要なのは,「請求が受理 された時点」で,情 報の有無を判断 し

なければならないという点である㈹。つまり,こ の例外規定は,た とえ開

¢3かIbid.,para.32.

¢3ゆIbid.

㈱InformationCommissioner'sOffice,"AnIntroductiontotheEIR

exceptions,Version.3"(14September,2009),p.2.(以 下,ICO,EIR

exceptions,Ver.3と 引 用)
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示請求が受理された後に公的機関が情報を入手 したとしても,公 的機関が

開示を拒否することが可能であるということを意味 している㈹。 しか しな

が ら,情報 コミッショナーはその指針において,「公的機関が開示請求につ

いて何 らかの処理を行っている過程で情報を入手 し,請 求者に開示するこ

とが可能になったような場合,(も し開示を拒否すれば)風 評的な損害が生

じるおそれがあることを心に留めてお くべきである」㈹としており,受 理

後に当該情報を入手 した場合にも可能な限 り情報を開示するべきであると

する。なお,先 述 したように,公 的機関は開示請求に従って情報を作成す

る義務はない。

(2)情 報 の開示請求が明 らか に不合理な場合(12条4項(b)号)

開 示請 求が明 らかに不 合理 な場 合,「 公益判 断」 の結果 として,公 的機

関 は情報を不開示 とす ることがで きる。 しか しなが ら2004年 環 境情報規則

は 「明 らか に不合理」 という文言の定義を置 いて いな いことか ら,ど の よ

うな請求が それ に該 当す るのかが議論 されて いる。

この点 につ いて情報 審判所 で初 めて争 わ れた事案 がStephenCarpen-

terv.InformationCommissioner&StevenageBoroughCouncil㈹ で あ

る。市 民 で あ るStephenCarpenterはStevenageBoroughCouncil(以

下,StevenageBC)に 対 し,StevenageBCの 所 有す る特定の土地 に関す

る情報 につ いて,そ れが一度開示 され たにもかかわ らず2007年6月1日 か

ら同種 の 開示請 求 を繰 り返 し行 ってい た。 これ を受 け たStevenageBC

は,「濫用 的または反復 して行 われる」請求を拒否す ることので きる2000年

情 報公開法14条,お よび 「明 らか に不合理」な請求を拒否す ることので き

⑳ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.2.

¢①Ibid.,p.3.

㈹EA/2008/0046,17November2008.
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る2004年 規 則12条4項(b)号 に基づ いて 同年7月2日 に不開示の決定を行 っ

た。 さ らに開示請 求者 に よる審 査請求 を受 けた情報 コ ミッシ ョナー も,

StevenageBCの 判 断 は適切 であ る上,不 開示 の公益性が開示 の公益 性を

上回 ると したため,開 示請求者 は情報審判所 に不服 申立てを行 った。

これを受 けた情報審判所 は,当 該情報が 「環境情報」 に該当す ると した

上で,2000年 法 の下で開示拒否をす ることので きる 「濫用的 また は反復 し

て行われ る」請求 は2004年 規 則の 「明 らか に不合理」な請求 に該当す るも

ので あると した後,以 下の ように述べて いる。「(本事案で は)12日 間 で10

回 もの開示請求が行われ た り,ま た,わ ずか2日 間で4回 の開示請求が行

われ ることもあった。 そ して……2007年7月2日 に拒否通知が 出され るま

で,請 求者 は合計で48回 もの開示請求を行 って いた。…… さらに,開 示請

求の多 くは同種…… あるいは完全 に同性質の もので あ り,… …SBCに 対 し

て不必要な負担を課す もので あった。…… また,問 題 とな って いる文書の

多 くは既 に請求者 に対 して提供 されて いるもので もあ り,… … これはSte-

phenCarpenterの 偏 執 的 で不合 理 な態度 の あ らわれ であ る」㈹ と。 さら

に,審 判所は,「 以上の ような点を考慮す ると……大規模な濫用か ら地方公

共団体の職員を保護す るという公益性が,… …明 らか に不合理な請求 に基

づ いて開示を行 う公益性を上回 って いる」㈹ とす る。つ ま り情報審判所 は,

同種の開示請求を短期間 に数多 く行 うな どという濫用的な開示請求 は 「明

らか に不合理」で あると して,情 報を不開示 とす ることを認 めて いるので

ある。

同様 の観点 か ら環境情報 の開示 が拒否 され た事案 にRobertLatimerv.

InformationCommissioner&EnvironmentAgency㈹ が あ る。市民で あ

¢③Ibid.,para.52.

¢⑳Ibid.,para.53.

㈱EA/2009/0018,3August2009.
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るRobertLatimerは,環 境庁に対 して,ロ ンドンにあるヘン ドン下水処

理場で処理する下水 に関す る環境庁が保有するあらゆる文書,電 子 メー

ル,報 告書,覚 書,メ モ,フ ァックスの開示を請求 した。開示請求者は以

前か ら同様の情報開示請求を行っており,そ の結果として,環 境庁はこれ

までにもこれ らの情報を開示 していたことか ら,「濫用的または反復 して

行われる請求」を拒否することのできる2000年 法14条 に基づき,不 開示と

した。これについて開示請求者は情報 コミッショナーに審査請求を行 っ

た。情報コミッショナーは環境庁に対 して,当 該情報が2004年 規則2条1

項の規定する 「環境情報」の定義に該当することを通知 し,2004年 規則の

下では濫用的な請求を拒否することのできる規定が置かれていない代わ り

に,「明らかに不合理」な請求を拒否することができる規定が存在すると述

べた。これについて環境庁は,開 示請求者 に対して,「これまでも開示請求

者か らの請求を処理するのに膨大な時間と資源を費や してきており,請 求

者が一一員 となっている地域運動団体 も同様の開示請求を行 っている」㈹こ

とを理由に,当 該開示請求が 「明 らかに不合理」であると伝えた。さらに

環境庁は,「(環 境庁が)保 有する全ての環境情報は既に請求に応 じて開示

請求者に提供 しており,… …情報の提供は無料で,さ らに詳細な説明を添

付 しながら行なわれていた」⑳ことを主張 した。情報 コミッショナーは環

境庁による主張を検討 し,「環境庁はこれまでに699も の文書を開示 してい

る」ことを理由に,「公益判断」の後,こ れ以上情報の開示請求を行 うこ

とは 「明 らかに不合理」であるとして,12条4項(b)号 に基づいて当該情報

を不開示とすべきであるとした。

開示請求者からの不服申立てを受 けた情報審判所 も,情 報 コミッショ

伽ΦIbid.,para.13.

G⑦Ibid。,para.16.
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ナーと同様,開 示請求者 と環境庁 との間のや り取 り,請 求者が既 に大量の

情報 を入手 して い るとい う事実 な どを検討 し,「(繰 り返 され る開示請 求

が)環 境庁 に対す る著 しい負担 とな って いる」㈹ こ と,「 請求者が 同 じ問題

につ いて重複 した請求 を行 ってい る」㈹ ことな どを指摘 した。 そ して さら

に,「審判所がStephenCarpenterv.InformationCommissioner&Steve-

nageBoroughCouncilに お いて,開 示請求 が2000年 法 の下 での 「濫用 的』

という要件 に該 当 して いれ ば2004年 規 則の下で もそれ は『明 らかに不合理』

とな ると結論 付 けて い る」㈹ こ とか ら,「 この よ うな 請 求 を行 う こ とは

(2004年 規 則 の下 で も)明 らかに不合理 であ る」(15Dとして情報の不開示を認

めて いる。

これ らの判断を受 け,情 報 コ ミッシ ョナー は後 に,「 開示請求権 の濫用

…… は,明 らか に不合理で あると考え られ る。…… また,開 示 に異常な ほ

ど費用のかか るような請求 につ いて も明 らか に不合理で あると判断す るこ

とはで きる。 しか しなが ら,開 示請求 され た情報の量や複雑 さだ けで は請

求 が明 らかに不合理 で ある とい うに は十分 で はない。そ のよ うな場合 に

は,公 的機 関 は開示 請求 を改善す るよう助言 や忠告 を行 うべきで ある」㈹

という指針を示 して いる。

(3)開 示請求が曖昧である場合(12条4項(c)号)

開示請求者が入手 したいと考えている情報を特定することが困難なほど

曖昧で,詳 細が示されていないような開示請求が行われたような場合,「公

益判断」の後,公 的機関は開示を拒否することが可能である。 しか しなが

¢4ゆIbid.,para.34.

伽ΦIbid.

⑳EA/2008/0046,para.32.

②DIbid.,para.42.

伽ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.3.
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ら,こ の例外規定 は,一 一度公的機関が開示請求を改善す るよう2004年 環 境

情報規則9条2項 の下で助言,忠 告を行 った後でな けれ ば適用す るべ きで

はな いと考え られて いる㈹。

(4)未 完 の文書や未完成の データな どに関す る開示請求(12条4項(d)号)

公 的機関 は,開 示請求が受理 され た段階で情報の状態を検討 しな けれ ば

な らず㈹,こ の結果,請 求 された情報が未完成で あるような場合 には,「 公

益判断」の結果,開 示を拒否す ることが可能で ある。

この例外規定の範囲 は非常 に広 いもので あるとされて お り,政 策立案で

あろうと,科 学的研究で あろうと,あ らゆる領域 における作業が進行 中で

あれ ばこれに該 当す ると考 え られ る㈱。 そのた め,こ こで重要 にな って く

るのが 「公益判断」で ある。未完成情報 につ いての開示請求が行われ た場

合,公 的機関 は,情 報開示が市民の誤解釈を招 くか どうか,あ るいはそれ

が進行 中の作業 に困難を きたす ことにな るか どうかを検討 しな けれ ばな ら

な い㈹。 なお,も し,情 報 が未完成で ある ことを根拠 に開示 を拒否 す るこ

ととなれ ば,公 的機関 はそれが完成す るで あろう日時を請求者 に対 して伝

え るべ きで あると考え られて いる⑳。

それで は,完 成文書が存在 して いるにもかかわ らず,当 該文書の未完成

段階 にある草案の開示が請求 され た場合 にはどの ような判断が行われ るの

だろうか。 この点 について示 された事 案 にSecretaryofStateforTrans-

portv.InformationCommissioner㈱ が あ る。2005年3月,SirRodEd-

dingtonは,財 務大 臣および運輸大 臣か ら,「持続可能 な開発」を 目的 と し

⑳ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.3.

②OIbid.

㈱ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.4.

¢5ΦIbid.

②ゆIbid.

㈱EA/2008/0052,5May2009.
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て,イ ギ リスにおける交通と経済の生産性,成 長,持 続性との関係を長期

にわたって分析するよう依頼されていた。SirRodEddingtonは,2006年

6月 に財務大臣および運輸大臣に対 して報告書の草案を提出,同 年12月1

日には 「イギ リスにおける生産性と競争力を維持するための交通の役割」

と題された報告書の完成版がインターネ ット上で公表されている。

2006年12月13日,議 員であるChrisGraylingは,運 輸大臣に対 してSir

RodEddingtonに よって作成 された未完成段階にある報告書の草案の複

写を請求 した。これについて,運 輸大臣は,こ の草案が2004年 規則12条4

項(d)号が規定する 「未完の文書」,および(e)号が規定する 「内部伝達事項」㈹

に該当し,さ らに不開示の公益性が開示の公益性を上回ることを理由に開

示を拒否 したところ,請 求者は情報コミッショナーに審査請求を行った。

コミッショナーは,「完成版が存在 しているところでは,報 告書の草案も完

成 したものとみなされる」(21①として当該情報が 「未完の文書」には該当 しな

いと判断 し,運 輸大臣に情報の開示を命 じた。これについて運輸大臣が情

報審判所に不服申立てを行ったのが本事案である。

情報審判所は,ま ず報告書の草案が2004年 規則12条4項(d)号 のいう 「未

完の文書」に該当するかを検討した。その中で審判所は,「政府や他の公的

機関が 『検討することのできる余地』を保護することを目的として,未 完

の文書を保護することが必要である」(21Dとし,「未完の文書」を不開示とす

る理由とその正当性を主張 した。そして,報 告書の完成版が存在 している

ことを理由に未完成段階の草案の開示を命 じたコミッショナーの判断に対

して,審 判所は,「開示請求は最終版ではなく,報 告書の草案に関するもの

であり,… …その立場は,た とえ最終版が存在 していたとしてもそれだけ

㈱ 例 外 規 定 で あ る 「内 部 伝 達 事 項 」 につ い て は後 述 す る。

㈹EA/2008/0052,para.19.

⑫6DIbid.,para.68.
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で変化するものではない」(2鋤と述べ,た とえ文書の完成版が存在 していた

としても,そ の草案は12条4項(d)号 の「未完の文書」に該当するとした。そ

の後,審 判所は 「公益判断」を行い,「(報 告書の草案の)開 示は,(内 部

での)議 論の妨げにな り,ま た弊害をもたらす可能性があるため,公 益に

反すると考え られる。……また,草 案と報告書の完成版との差異に留意さ

せないことが重要である」㈹とし,不 開示の公益性が開示の公益性を上回

ると判断 した。これにより,情 報コミッショナーの判断が破棄され,運 輸

大臣が報告書の草案を開示する必要はないとされたのである。

これについて情報コミッショナーは,そ の指針の中で,「もし文書が完成

しているのであれば,(草 案を)不 開示とする公益性は減少すると考え られ

る」㈹とし,審 判所の判断を疑問視 している。

(5)内 部伝達事項に関する開示請求(12条4項(e)号)

(a)規 定

公的機関は,機 関内における内部伝達事項の開示請求を受 けた場合,「公

益判断」の結果として開示を拒否することが可能である。

このような例外規定が設けられている理由は,上 級職員による 「検討の

余地」を確保することや,職 員間の助言などを開示することによって,政

策決定の過程が害される危険性を回避することなどが挙げられる。内部伝

達事項は非常に幅広い領域にまでわたっていることか ら,実 際には 「公益

判断」によってその範囲が限定されるべきであると考えられている㈹。こ

の例外規定を根拠に情報の開示を拒否するためには,公 的機関は,「公益判

¢⑫Ibid.,para.81.

¢⑬Ibid.,para.159.

㈱ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.4.

¢6ゆIbid.
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断」において,「まず,情 報の開示が何 らかの損害を生 じさせること,… …

次に,政 策立案等に関 して市民に情報を開示する強い公益性が存在 しない

こと」㈹を提示 しなければならないとされる。

(b)公 的 機関相互の伝達

それで はここでの 内部伝達事項 とは,同 一機 関 内にお ける伝達事項 に限

定 され るのだ ろうか。 この点 につ いて情報審判 所 において争 われ た事 案

にFriendsoftheEarthv.InformationCommissioner&ExportCred-

itsGuaranteeDepartmentGIDが あ る。環 境 保 護 団体 で あ るFriendsof

theEarthは,輸 出信用保証局(ExportCreditsGuaranteeDepartment,

以 下,ECGD)に 対 して,サ ハ リン計画 と呼ばれ る石 油資源開発計画 につ

いてECGDに 対 して行 われた融資 の申請 に関する情報 の開示 を請求 した。

FriendsoftheEarthが 開 示請求 した情 報 は,「 ①ECGDか ら関係政 府機

関 に対 して 出された,(融 資 の)申 請 が 『潜在的 にセ ンシテ ィブ』 な もの

と して扱われ ることを通知す る,ま た当該 申請 につ いて何 らかの意見を求

める文書 あ るいは通 知,②(① の)通 知 の回答 と してECGDが 関 連政 府

機関 か ら受 け取 ったあ らゆる情報」囎で ある。 なお,こ こでの関連政 府機

関 とは,首 相官邸,貿 易産業相,英 国貿易投資総省,国 際開発省の ことで

ある。

これ につ いてECGDは,上 記① の通知 に関 しては,「 開示の公益性が不

開示の公益性 を上回 る」Gl助として開示 したが,上 記② に関 しては,「 通知 に

対す る回答 は,議 論 と助言を 目的 と して作成 された 内部文書で あるた め,

㈱ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.4.

㈱EA/2006/0073,20August2007.

¢6ゆIbid.,para.9.

⑫6ΦIbid.,para.12.
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これ らは2004年 規 則12条4項(e)号 の 規定す る開示の例外 に該 当す る。……

この回答を通 じて,よ り良質な政策判断が行われ ることにな るため,… …

政府内部 にお ける……議論 や助言 の不開示 には強力な公益性が存在す る」㈹

と主張 し,開 示 を拒否 した。FriendsoftheEarthの 審 査請 求を受 けた情

報 コ ミッシ ョナー も,「 政策決 定 は内部,… …いわ ゆる 『安全空 間』……

において行 われ るべ き」⑳ であ り,「 政府機関相互の伝達 も,同 一機関 内に

おける伝達 と同様 に 『内部伝達事項』に該 当す る」㈹ とし,当 該情報を不開

示 とすべ きで あると結論付 けた。

FriendoftheEarthの 不 服 申立て を受 けた情報審判所 も,「 情報 コ ミッ

シ ョナーとECGDが … …,(内 部 伝達事項 には)政 府機関相互間での伝達

事項 も含む と主張 し」㈹ ているこ とについて,「 公的機関 は多 くの異な った

機関か ら構成 され るということもで き」㈱,「この例外規定 の 目的は 『安全空

間』 を保護す るというもので あることを考え ると,… …1つ の部局 内で策

定 され る政策 と,異 な った部局間で策定 され る政策 との間で異な る扱 いが

な され る こ ととなれ ば,… … その 目的 が弱 体 化す る ことは 明 らか で あ

る」⑳ と して,公 的機関相互の伝達事項 も 「内部伝達事項」に該 当す ると判

断 した。

(c)公 的 機関外部の者か らの伝達

外部の助言者か ら公的機関 に対 して行なわれ た伝達 は内部伝達事項 に該

当す るか。 先 述 したSecretaryofStateforTransportv.Information

¢7①Ibid.

αDIbid.,para.20.

¢②Ibid.,para.21.

¢7帥Ibid.,para.46.

αOIbid.

¢7ゆIbid.,para.47.
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Commissioner㈹ で は,SirRodEddingtonに よ る報告 書 の 草案 につ い

て,情 報審判所が 「未完の文書」及 び 「内部伝達事項」 に該当す ると して

不開示 とすべ きと したことに対 し,情 報 コ ミッシ ョナーは,当 該情報 が「未

完の文書」に該 当 しないだけではな く,「SirRodEddingtonは 外 部の独立

した助言者で あ り,12条4項(e)号 は公的機関 内部の職員間お よび政府省庁

間 での伝 達 にのみ適用 され る」㈲ため,運 輸大 臣が主 張す る 「内部伝達 事

項」 には該 当 しな いと して,運 輸大 臣に対 して情報の開示を命 じて いた。

これ について情報審判所 は,「 情報 が内部伝達事項 に当た るか外部 か ら

の伝達事項 に当たるか に関す る一般 的な基準を作 ること…… は不可能で あ

り,そ れ ぞれの状況 におけ る背景 や事 実 に応 じて判 断すべ きであ る」㈹ と

し,本 事案 にお けるSirRodEddingtonと 大 臣との関係 につ いて以下の よ

うに述べて いる。「SirRodEddingtonは 公 務 と深 くかかわ って お り,(外

部 の独立 した助言者 とい うよ りも)『 公務員 か ら構 成 され る団体 の長』で

あると説明す る方が よ り正確で ある。彼 は運輸省 および財務省 と 「共 に職

務を行 う』 よう依頼 されて お り,… …大 臣たちは,よ り現実的な報告書を

作成す るために,政 治的判断 に関す る情報を与え ることによって,彼 と意

見を共有す ることを望んで いたので ある。…… さ らに,彼 は,政 策の経済

的 ・政治的実行可能性 に関す る大 臣や上級公務員の意見を入手 し,そ れを

自身 の専門家 として の判 断の ため に考慮 に入れ る ことを許 されて いた」⑳

と。 これ らの理 由か ら,審 判所 は,「SirRodEddingtonは,こ の問題 に関

して は 『独立 した』決定権者 ではない」㈹ とし,開 示請求 され た報告書の草

案 は 「内部伝達事項」 に該 当す ると判断 したので ある。

⑳ 前 掲 注 ㈱ 参 照 。

⑳EA/2008/0052,para.19.

α8)Ibid.,para.94.

¢⑨Ibid.,para.95.

⑫8①Ibid.,para.97.
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さ らに,こ の点 につ いて争 われ た事案 にSouthGloucestershireCoun-

cilv.InformationCommisioner&BovisHomesLimited⑫8Dが あ る。Bo-

visHomesLtd.は,SouthGloucestershireCouncil(以 下,SGC)に 対 し

て,多 目的開発 に関す る2種 類 の建築許 可 申請 を行 った。その後,Bovis

HomesLtd.とSGCと の 間で,1990年 都 市農村計画法106条 ㈹ に基 づ く財

政援助な どを目的 と した協定 を視野 に入れ た交渉が行われ,BovisHomes

Ltd.は,交 渉 におけるSGCの 意 見 を知 るために,専 門家 によって作成 さ

れ,SGCに 提 出 された 自主開発評 価報告書 の複写 を2004年 環 境情報 規則

に基 づいて請求 した。 これにつ いて,SGCは,報 告 書 を作 成 した専 門家

はSGCの 一 員 であ ると考え るこ とができ るた め,当 該情報 は12条4項(e)

号 の 規定す る 「内部伝達事項」 に該 当 し,さ らに12条5項(e)号 が 規定す る

「商 業情報 の秘 密性」㈹ にも悪影 響を与え ると した上,不 開示の公益性が開

示 の公益 性を上 回 ると して開示 を拒否 した。BovisHomesLtd.が 情 報 コ

ミッシ ョナーに審査請求 を行 った結果,情 報 コ ミッシ ョナーは,当 該情報

は外部の専門家 によって作成 され たもので あるため 「内部伝達事項」 に該

当 しない と して情報 の開示 を命 じたため,SGCが 情 報審 判所 に不服 申立

て を行 った。

情報審判所 は,当 該情報が 「内部伝達事項」 に当たるか どうかを検討す

るため,同 じ く 「内部 伝達事 項」 の開示 につ いて争 わ れたSecretaryof

StateforTransportv.InformationCommissioner㈹ に おけ る 「情報が 内

部伝達事項 に当たるか外部か らの伝達事項 に当たるか に関す る一般 的な基

準 を作 ること…… は不可能で あ り,そ れぞれの状況 における背景や事実 に

⑳EA/2009/0032,200ctober2009.

励TownandCountryPlanningAct1990,s.106.

㈹ 例 外 規 定 で あ る 「商 業 情 報 の 秘 密 性 」 につ い て は後 述 す る。

㈹ 前 掲 注G5鯵 照 。
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応 じて判断すべきである」㈹という審判所の判断を引用 し,本 事案につい

て個別的判断を行 った。その結果,審 判所 は,「SGCは,… …専門家が

SGCの 内部 に組み込 まれていると主張する……が,我 々はそのようには

考えない」㈹とする。つまり審判所は,「(専 門家による開発の評価報告書

のような)問 題 となっている伝達事項の性質に着 目す ると,… …これは

SGCの 内部的伝達事項であると性格付けることはできず,… … この例外

規定は該当 しない」(llDとし,公 的機関外部からの伝達事項 としての性格を

持つものであると判断 したのである。このように,外 部の助言者による伝

達に関 しては,そ れぞれの事案における情報伝達者の性格,公 的機関との

関係の密接度を考慮 し,さ らに情報の性質などに着目して判断するべきで

あると考え られている。

(d)情 報の性質を根拠にした不開示の意義

「未完の文書や未完成のデータなどに関す る開示請求」及び 「内部伝達

事項に関する開示請求」という2つ の例外規定は情報の性質を根拠にした

不開示であり,こ れ らの情報については,公 的機関は例外規定に該当する

ことだけを示すだけでよく,後 述する規定のように,開 示された場合に一

定の要素に 「悪影響を与える」ことを示す必要がないため,比 較的容易に

行使することができると考え られている㈹。

公的機関が 「未完の文書や未完成のデータ」や 「内部伝達事項」の開示

を拒否することができる理由は,Maliev.WiganBoroughCouncilGlの で示

されている。地域住民である原告が,WiganBoroughCouncilの 保有す

㈱EA/2008/0052.,para.94.

㈹EA/2009/0032,para.27.

¢8ゆIbid.,para.33.

㈹PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L,p.27.

⑫8Φ[2001]J.P.L.193.
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る汚染地域に関するデータベースの開示請求を1992年 環境情報規則に基づ

いて行ったところ,当 該データベースは 「未完成」であり,さ らに,1995

年環境法㈹によって課せられた改善義務についての協議のため準備された

ものであることか ら「内部伝達事項」に該当するとして開示が拒否 された。

本事案 はこの不開示 について裁判所で争われたものである。裁判官であ

るEadyJ.は,公 的機関が 「未完成のデータ」や 「内部伝達事項」の開示

を拒否をすることができる理由として,「 カウンシル及びその職員が期待

された 『改善』義務を果たすためにどのような準備をするべきかについて

の協議は秘密裡に行われるべきである」ω し,「市民に対 して,未 完成かつ

未発達で,仮 説にすぎないような情報を開示することは不満足な結果 しか

生まない」¢9跡と述べる。さらにEadyJ.は,「 このような推測に過ぎない考

えを開示す ることは,地 域住民や土地所有者に対す る不必要な警告 とな

り,彼 らの失望を引き起こすこととなる」(29紛としている。

つまり,「未完の文書や未完成のデータ」及び 「内部伝達事項」 という

例外規定 には,情 報審判所で述べられた 「検討の余地」を与え,「安全空

間」を確保するという目的と共に,市 民への不必要な警告を引き起こすと

いう点か ら,情 報が不開示とされる必要性があると考え られているのであ

る。

第4節 一定の要素に対 して 「悪影響を与える」場合の不開示

2004年 環境情報規則12条5項 は,公 的機関は環境情報の開示がある一一定

の要素に 「悪影響を与える」場合に開示を拒否することができる旨を定め

¢1①EnvironmentAct1995

¢9DIbid.

¢⑫Ibid.

¢⑬Ibid.
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て いる。 この基準 は 「害す る又 は害す るおそれの ある」場合 という基準を

適用 して いる2000年 情 報公開法 よ りも厳格な もので ある。2004年 規 則12条

5項 を適用す る場合,公 的機関 は情報を開示す ることによって何 らかの悪

影響が実際 に与え られ る点 につ いて明確化 しな けれ ばな らず,2000年 法 が

規定す るように情報の開示が悪影響を与え る 「おそれ」が あるというだ け

で は不十 分な のであ る⑫9°。 この点 につ いて情報 審判所 は,PhilipBurgess

v.InformationCommissioner&StaffordBoroughCouncil(21勃 に おいて,

「(悪影響を与える というのは)『 蓋然性が極めて高 い』場合の ことをい う」㈹

と し,さ ら にBenjaminArcherv.InformationCommissioner&Salis-

buryDistrictCouncil⑫9Dに お いて は,「 悪影響 を与 え る」 とす るため には,

「そのよ うな 『悪影響 が与 え られ うる,あ るいは(悪 影響 が与 え られるで)

あ ろう』とい う程度 では認 め られない」㈹ とす る。 このよ うに,2004年 規 則

はこれ らの例外規定を根拠 に情報を不開示 とす る可能性をで きる限 り制限

して いると言 うことがで きる。 さ らに,公 的機関が この ような点を根拠 に

開示を拒否 しようとす る場合 にも 「公益判断」が必要 とな る。

(1)国 際関係,国 防,国 家安全,市 民の安全(12条5項(a)号)

2004年 環境情報規則12条5項(a)号 によると,公 的機関は情報の開示が

「国際関係,国 防,国 家安全,市 民の安全」に悪影響を与える場合 には,

「公益判断」の後,情 報の開示を拒否することが可能である。

しか しなが ら,2004年 規則はこれ らの文言の定義については何ら規定を

置いていないため,2000年 情報公開法の規定にそれぞれ依拠することとな

㈱ICO,EIRexceptions,Ver.2,pp.4-5.

㈱EA/2006/0091,7June2007.

¢9①Ibid.,para.37.

⑳EA/2006/0037,9May2007.

⑫9ゆIbid.,para.51.
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る鵬。2000年 法 によると,「 国際関係」とは 「(a):イ ギ リス と他 国 との関係,

(b):イ ギ リスと国際的 な組織又 は国際的な裁判所 との関係,(c):イ ギ リス

の海外 利益,(d):イ ギ リスによ る海外利益 の振興又 は保護」㈹の ことを,

「国防」 とは 「(a):ブ リテ ン諸島又 は植 民地 の防衛,(b):前 号 に とって必

要な部隊の能力」GIDのこ とを指す。

これ に対 して,「 国家安全」 と 「市民 の安全」 とい う文言㈹ は2000年 法 に

おいて も定義づ けされて いな い。議論の余地 はあるが,「 国家安全」とは防

衛事項や広 い意味での安全上の問題の ことを指す とされ,ま た 「市民の安

全」 は,開 示が市民,公 の建築物,工 業用地 に対す る事故 あるいは妨害行

為か らの保護 に影響を与え る情報や,開 示が市民の健康や安全 に悪影響を

与え るような場合 に適用 され ることとな る㈹。

情報開示が 「市民の安全」 に悪影響を与え るか どうかが議論 され た事案

にTheOfficeofCommunicationsv.InformationCommissioner&T-

Mobile(UK)LimitedGo° が ある。 イギ リス通 信局(OfficeofCommuni-

cations,以 下Ofcom)は,携 帯電話事 業者 によ って利用 され る基地 局の

大 まかな設置場所 と特徴の詳細を インターネ ッ トを通 じて公表 して いた。

これ は利用者が郵便番号,地 域名,道 路名な どか ら検索す ることによ り,

地 図が スク リーン上 に現れ るようにな って お り,地 図 には当該地域 に存在

す る基地局を表す青色の三角形が表示 され,こ の三角形を ク リックす るこ

とによ り,基 地局 に関 す るデー タが画 面 に表示 され る仕組 みにな って い

㈱PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.28.

GO①FreedomofInformationAct2000,s.27(1).

GODIbid.,s.26(1).

㈹ な お,2003/4/EC指 令 に お け る 「治 安(publicsecurity)」 と い う 文 言 が,

2004年 規 則 で は 「国 家 安 全(nationalsecurity)」 と 「市 民 の 安 全(public

safety)」 に 分 割 さ れ て 規 定 さ れ て い る 。

㈹ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.6.

働EA/2006/0078,4September2007.
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る。 この システムで表示 され るデータは,ア ンテナの高 さ,周 波数帯域,

送 信機電力 に関す るもので あ り,そ れぞれの携帯電話事業者か ら自発的 に

Ofcomに 対 して提供 された情報 か ら成 り立 っていた。 しか しなが ら,当

該地図 には基地局の詳細な所在地や位置を詳細 に示す グ リッ ド,信 号強度

といった情報 が表示 されないよ うにな って いた ことか ら,市 民 であるIan

Hentonは,全 国 レベルで の基地局 の状況 を知 るために,Ofcomに 対 して,

事 業者 の名 前,住 所,グ リッ ドな どを含むOfcomが 入 手 した全 ての情報

を開示す るよう請求 した。 これ に対 して,Ofcomは,こ れ らの情報 は 「市

民 の安全(2004年 規 則12条5項(a)号)」,「 知 的所 有権(同(c)号)」 ㈹,「 商業

情報 や産 業情報 の秘密 性(同(e)号)」 に悪影響 を与 え る上,不 開示 の公益

性が開示の公益性を上回 ると して,開 示を拒否 したので ある。 これ につ い

て審査請求を受 けた情報 コ ミッシ ョナーが,こ れ らの情報 は2004年 規 則の

定 める例外規定 に は該 当 しな い と判 断 した ことに対 して,Ofcomが 情 報

審判所 に不服 申立てを行 ったのが本事案で ある。

情報審判所 は,ま ず これ らの情報が 「環境1青報」 に該当す るか どうか に

つ いて検討 し,2004年 規 則2条1項 が 「空気,大 気 といった環境要素 に対

して影響を及 ぼす,あ るいは及 ぼす おそれの ある,… …エネルギー,… …

放射物,… …排 出物質…… といった要因」を 「環境情報」の定義 に含んで

いることか ら,「基地局 か ら放 出された電波」㈹に関す る情報 も 「環境情報」

に含 むと した。 それに対 し,Ofcomは,「 たとえイ ンターネ ッ ト上 のデー

タベ ースに含 まれ る情報が2004年 規 則の対象 にな ると して も,… …事業者

名 はそれ には含 まれな い」㈲ と反論 したが,審 判所 は 「電波を放 出す る施設

の責任者 あ るいは責任 を有す る組織 の名前 は,(2004年 規 則 の定義 す る)

㈲ 例 外 規 定 で あ る 「知 的 所 有 権 」 につ い て は後 述 す る。

㈹EA/2006/0078,para.25.

GOかIbid.,para.30.
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『放射物……に関す る……あ らゆる情報』という文言に十分 に当てはま

る」㈹として,事 業者名を含む開示請求された全ての情報が 「環境情報」で

あると判断 した。

次に情報審判所は,Ofcomが 不開示の理由に挙げていたように,当 該情

報開示が2004年 規則12条5項(a)号 に該当するかどうかについて判断 した。

Ofcomは これ らの情報を開示することが 「市民の安全」に 「悪影響を与え

る」と主張 していたのである。これは携帯電話事業者が,情 報が開示され

ると,近 年の金属価格の高騰によって 「基地局か らの機材の窃盗が増加す

ること……を懸念 し」㈹ていたところから導かれたものである。 これにつ

いて審判所は,「基地局か らの機材の窃盗,あ るいはそれ らに対す る損害

は,市 民や携帯電話事業者を危機にさらし,そ れ らの犯罪行為の結果とし

て携帯電話網が機能 しな くなると市民の安全が侵害 されることになる」㈹

ことか ら,「情報 の開示……が市民の安全に悪影響を与え る可能性はあ

る」鋤とする。 しか しなが ら,審 判所は,「 グリッ ドや信号強度 といった

Ofcomが 入手 したあらゆる情報を公表すべきである」とする専門家による

勧告を引用 した後,「たとえそれが例外規定に該当するとしても,… …情報

を開示することによる市民の安全 に対する悪影響は大きなものではな」㈹

く,「犯罪行為を促進 しないという一般的公益が存在 していたとしても,そ

れが全ての情報 を市民 に対 して開示する公益性を上回るとは考え られな

い」㈹として,Ofcomに 情報の開示を命 じたのである。

GOゆIbid.,para.31.

G⑲Ibid.,para.37.

Gl①Ibid.

GIDIbid.,para.40.

G②Ibid.,para.42.

GゆIbid.
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(2)裁 判 の進行,公 平な裁判を受 ける権利,刑 事上 また は懲戒上の調査

を行 う公的機関の権利(12条5項(b)号)

公 的機関 は,情 報の開示が 「裁判の進行,公 平な裁判を受 ける権利,刑

事上 または懲戒上の調査を行 う公的機関の権利」 に悪影響を与え る場合 に

は,「 公 益判断」を行 った結果 と して,情 報開示 を拒否 す るこ とが可 能で

ある。

ここでの 「裁判の進行」 という文言 はかな り広範囲 にわた ってお り,特

に公的機 関が訴訟 の当事者 とな った場合 の,「 法律専 門家 秘匿特権(legal

professionalprivilege)」 もそ こに含まれ ると考え られてい る(31Φ。 また,「 刑

事上 または懲戒上の調査」の範囲 も広 いと考え られて いるが,そ の正確な

意味 内容 はいまだ に明確 にされて いな いようで ある㈹。

な お,こ の例外規定の 目的 は,裁 判所の機能や,個 人の有す る公平な裁

判を受 ける権利を保護す ることによって,司 法への混乱が生 じな いように

す るという もので ある㈹。 さ らに,情 報 コ ミッシ ョナーは,先 述 したWil-

liamYoungv.InformationCommissioner&DepartmentoftheEnvi-

ronmentforNorthernIreland　 1りにおいて,「(法 律専門家か ら公的機関 に

対 して行なわれ た)法 的助言を開示す ることは裁判の進行 に,そ して公的

機関 の有 す る公平 な裁判 を受 ける権 利 に悪影響 を与 え る ものであ る」㈹ と

述べて いることか ら,こ の例外規定 には公的機関を保護す るという目的を

有 して いると言え る。

近年 イギ リスで は環境 に関す る訴訟が増加 して お り,そ の ような訴訟 に

幽ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.6.

Gl駐Ibid.

㈲ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.6.

⑳ 前 掲 注 ⑳ 参 照 。

㈹EA/2007/0048,para.15.
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おいて環境情報を含む公文書が重要な役割を担っていることか ら,こ の例

外規定は非常に重要であると考え られている㈹。

(3)知 的 所有権(12条5項(c)号)

公 的機関 は,情 報の開示が 「知的所有権」 に悪影響を与え る場合 には,

「公益判 断」 の結果 として,情 報 の開示 を拒否 する ことができる。

ここでの 「知的所有権」 には,著 作権,特 許,商 標,意 匠が含 まれ ると

されて いるG2①。情報 コ ミッシ ョナーの指針 によれば,「 知的所有権」 は2000

年 情 報公開法 よ りも2004年 環 境情報規則の下で よ り大 きな保護を うけると

予想 され るGIDが,も し当該情報が開示 された後,1988年 著 作権 ・意匠 ・特

許法脚 によってその 「知的所有権」 が保護を受 けるような場合 には,情 報

を不開示 とす る根拠 は比較的弱 いもの とな る脚。

先 述 したTheOfficeofCommunicationsv.InformationCommis-

sioner&T-Mobile(UK)LimitedG2° で は,こ の例外規定 につ いて も扱わ

れて お り,情 報審判所 は,事 業者の名前,住 所,グ リッ ドな どを含 むOf-

comが 入 手 した全情報 が2004年 規 則12条5項(c)号 の例 外規定 に該 当す る

か否か につ いて検討 して いる。審判所 は,「知 的所有権」につ いて検討す る

中で,1997年 著 作権 およ びデー タベ ース権規則(ll融の 定 め る 「著作 権」 と

「データベース権」 に着 目 し,1997年 規 則 の下 ではOfcomに よ る情報開示

が これ らの権利を侵害す る可能性が あると しなが らも,2004年 規 則の下で

㈹PhilipCoppel,op.cit.,[2005]J.P.L.,p.29.

⑳ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.7.

G2DIbid.

働CopyrightDesignsandPatentsAct1988

働ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.6.

㈱ 前 掲 注 働 参 照 。

㈱CopyrightandRightsinDatabasesRegulations1997
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の開示が 「知的所有権」に 「悪影響を与える」という要件 は,「単なる技

術上の侵害以上のものがある場合」㈹に適用され,「権利者にある一定の損

害が生 じなければな らない」伽とする。さらに,審 判所は,本 事案での情報

開示は「事業者の利益に関連するもの」㈱ であり,も し情報が開示されれば

「知的所有権の保護が困難 となる」(llのことから,「いまだにイ ンターネッ ト

上で公表されていないデータベース……を開示することは,携 帯電話事業

者に対 して商業的損害を与えるものであり,そ れは当該情報における知的

所有権に悪影響を与えるものである」(llのと述べ,情 報開示が12条5項(c)号

の例外規定に該当するとした。その後,審 判所は不開示の公益性と開示の

公益性を検討 した結果,以 下のように判断 した。もし情報が開示されるこ

ととなれば,「携帯電話事業者は(デ ータベースの公表か ら)撤退 し」GID,Of-

comに 情報を自発的に提供 しな くなる可能性があることか ら,「市民が利

用することのできる情報量が減少する リスクが存在するという事実を考

慮 しなければな らない」㈹。 しかしながら,「そのような結果となる可能性

はそれほど高 くはないであろう」㈹ し,「それが市民に対 して直接的に影響

を与えるものであるとは……考え られないため,… …携帯事業者の撤退の

可能性が,情 報開示の公益性を上回ることはない」㈹と結論付け,情 報の開

示を命 じている。

㈲EA/2006/0078,para.47.

GlかIbid.

GlゆIbid.,para.50.

G2ΦIbid.,para.51.

⑬3①Ibid.,para.54.

G3DIbid.,para.60.

G謁Ibid.,para.61.

G3帥Ibid.

G301bid.,para.62.
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(4)法 律 によって定 め られて いるような公的機関の手続の秘密性(12条

5項(d)号)

公 的機関 は,情 報の開示が 「法律 によって定 め られて いるような公的機

関 の手続 の秘密性」 に悪影 響 を与 え る場合 には,「 公益判 断」 の結果,開

示 を拒否す ることがで きる。

2004年 規 則で はここでの 「手続」 という文言 は明確 に定義 されて いな い

が,情 報 コ ミッシ ョナーの指針 によると,「 これ は正式な手続 に限 られ るわ

けで はないが,公 的機関の行 う全 ての活動が含 まれるわけで もな い」㈹ の

で ある。 また,「 秘密性」 とい う文言 について も,同 規則 に定義 が存 在す

るわけではな いが,「 制 定法 あるいは コモ ンローに基 づいて規定 された も

ので あれ ば,情 報を秘密 にす る義務が存在す る」㈹ と考 え られている。

開示請求が行われ た情報が ここでの 「手続」 に該 当す るか どうかが争わ

れ た 事 案 に,BenjaminArcherv.lnformationCommissioner&Salis-

buryDistrictCouncilGIDが あ る。開 発 許 可 の 申 請 者 で あ るBenjamin

Archerは,SalisburyDistrictCouncil(以 下,SalisburyDC)に 対 して,

既 に公表 されて いる当該開発許可 に関す る委員会の議事録 において言及 さ

れ ていた開発 局(DevelopmentServices)の 長 と法 律財産 局(Legaland

PropertyServices)の 長 に よる 「共 同報告(JointReport)」 の 開示 を請

求 した。 これについてSalisburyDCは2000年 情 報公 開法 に基 づいて当該

情報 を不開示 とす る決定 を行 い,こ れを受 けた開示請 求者 が情報 コ ミッ

シ ョナーに審査請求 を行 ったところ,コ ミッシ ョナーも同様の結論を 出 し

たため,情 報審判所 に不服 申立てが行われ た。

情報審判所 は,開 発許可 に関す る報告書が 「土地や景観 に対 して影響を

㈹ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.7.

G3ΦIbid.,p.8.

㈲ 前 掲 注 ⑳ 参 照 。
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及ぼす措置に関する情報」㈹ であることか ら,2004年 環境情報規則2条1

項(a)号及び(c)号のいう 「環境情報」に該当するとし,開 示請求は同規則に

基づいて判断されるべきであるとした。その後,審 判所は,「共同報告」

が12条5項(d)号 の規定する 「手続」に該当するかどうかについて検討 し,

「共同報告がその委員会における議論のためだけに準備されたものかどう

かは明 らかではな く,従 ってこれが開発許可に関する 「手続』であると認

めることはできない。……そのため,12条5項(d)号 はこの共同報告には適

用されない」㈹とし,法 律によって定められた 「秘密性」について検討する

までもな く,SalisburyDCに 共同報告の開示を義務づけた。情報 コミッ

ショナーが 「会議における資料は,そ の会議の目的のためだけに準備され

たものでなければ,(『手続』に)含 まれない」㈹と述べているように,公 的

機関による活動に関する手続の開示請求が行われた場合には,当 該手続が

その活動のためだけになされたものだという証拠がなければ不開示とする

ことができないと考え られている。

(5)正 当な経済的利益を保護するために,法 律によって定められている

ような商業情報や産業情報の秘密性(12条5項(e)号)

公的機関は,情 報の開示が 「正当な経済的利益を保護するために,法 律

によって定められているような商業情報や産業情報の秘密性」に悪影響を

与える場合には,「公益判断」の結果 として,開 示を拒否することが可能

である。

情報コミッショナーの指針によると,こ の例外規定には,営 業秘密,契

約者によって提供された情報,入 札や調達の一環 として提供された情報と

㈹EA/2006/0037,para.32.

G3ΦIbid.,para.70.

㈹ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.7.
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いった様 々な商業的秘密情報が含 まれ るとされ る㈹。

先述 したSouthGloucestershireCouncilv.InformationCommisioner

&BovisHomesLimited㈹ で は,こ の 「商業情報の秘密性」の 内容 につ い

ての判断が行われて いるため,こ こで改 めて検討す る。本事案 は,財 政援

助な どを目的 と したBovisHomesLtd.とSGCと の 間の交渉 の中で,専 門

家 がSGCに 提 出 した 自主 開発評価 報告書 の複写 をBovisHomesLtd.が

請 求 した もので ある。 これ についてSGCは,当 該情報 が 「内部 的伝 達事

項」 に該 当す る上,開 示が 「商業情報の秘密性」 に悪影響を与え ると して

情報開示 を拒否 して いる。先述 したように,審 判所 は,当 該情報が 「内部

伝達事項」 に該当 しない と判断 した後,「 商業情報 の秘密性」 について検

討 した。

情報審判所 は,「12条5項(e)号 の例外規定 は,『 商業情報 および産業情報

の秘密性』,『正 当な経済的利益を保護す るため法律 によって秘密が定 め ら

れて いること』,『開示が秘密性 に悪影響を与え ること』 という3つ の要素

を含 んでい る」㈹ とす る。 まず審判所 は第1お よび第3の 要素 について検

討 し,「報告書 が秘密性 を有す る商業情報 であ り,開 示が その秘密性 に悪影

響 を与 え るとい う点 につ いて は当事者 間で も争 いのな い」㈱ と ころであ る

とす る。 しか しなが ら,第2の 要素 につ いて は,情 報 コ ミッシ ョナーが,

「秘 密性 は正 当な経 済的利益 を保護 す るた めに定 め られて いるわけで はな

いと した」闘 こ とに対 し,情 報審判所 は,1990年 都 市農村計画法106条 の 規

定か ら,報 告書の秘密性 には 「経済的利益を保障 し,経 済的損失を避 ける

㈲ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.7.

㈹ 前 掲 注 ⑳ 参 照 。

㈹EA/2009/0032,para.34.

G⑭Ibid.,para.35.

G⑮Ibid.,para.36.
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という目的」㈹があるとし,「本報告書は1990年 法106条 の下での協定 に関

するものであることか ら,本 事案における当該情報の秘密性は正当な経済

的利益を保護するために法律によって定められており,こ れは12条5項(e)

号の定める例外規定に該当する」(14Dと判断 したのである。

その後,情 報審判所は 「公益判断」を行 った。審判所は,「開発はSGC,

住民両者にとって重要なものであり,… …BovisHomesLtd.と の交渉の

結果として動 くであろう金額は数百万ポン ドと非常に大きなものとなる。

そのため,(報 告書の開示によって引き起こされるであろう)交 渉における

両者の力の不均衡は回避すべきであり,不 均衡によって生 じるであろう公

的資金の損失は深刻な ものとなる。効果的な交渉が市民,特 にSGCの 納

税者の利益のためにも不可欠であり,… …問題となっている情報の開示は

これ らの利益に損害をもた らす ことになる」㈹ と述べ,不 開示の公益性が

開示の公益性を上回るとして,当 該情報の開示請求を拒否すべきとしてい

る。

(6)情 報提供者の利益(12条5項(f)号)

公的機関は,情 報の開示が 「情報提供者の利益」に悪影響を与える場合

には,「公益判断」の結果 として,開 示を拒否することができる。

この例外規定は,情 報提供者が,(a):情 報を自発的に提供 した場合,(b):

第三者に対 して開示されないことを期待 している場合,(c):開 示に同意 し

ていない場合に,こ のような情報提供者の利益に悪影響を与えるような情

報開示を拒否することができる旨を定めているのである㈹。 この例外規定

G4①Ibid.

GのIbid.,para.42.

G4ゆIbid.,para.46.

㈱ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.8.
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が該 当す るよ うな情報 には,調 査へ の回答 と して提供 された情報(31①,公文

書館な どに預 け られて いる私的な情報な どが挙 げ られ る(llD。

(7)当 該情報が関係する環境の保護(12条5項(9)号)

公的機関は,情 報の開示が 「当該情報が関係する環境の保護」に悪影響

を与える場合には,「公益判断」の結果 として,開 示を拒否することがで

きる。

2004年 環境情報規則やEU指 令,オ ーフス条約の究極的な目標は,市 民

に対 して環境情報へのアクセスを保証することにより環境の保護を増進さ

せるというものであることか ら,も し情報開示がその環境に損害を生 じさ

せることとなるのであれば,明 らかに目標と矛盾することとなって しまう

ため,公 的機関は情報を不開示 とす ることができる働。このような性質を

持つものには,例 えば,希 少な野鳥の営巣地に関する情報や遺跡発掘現場

の位置に関する情報などがあるGl砂。

第5節 その他の規定

(1)情 報の有無の不回答(12条6項)

2004年 環境情報規則は,公 的機関が,情 報の有無について明確にするこ

とが12条5項(a)号 の規定する 「国際関係,国 防,国 家安全,市 民の安全」

に悪影響を及ぼす と判断 した場合には,「公益判断」を行 った上で,開 示

請求された情報が存在するかどうか,あ るいは公的機関がそれを保有 して

いるかどうかを回答 しないことを認めている。先述 したように,公 的機関

G5①Ibid.

㈹ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.7.

働ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.9.

G5帥Ibid.
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が情報を不開示とする旨を決定 した場合には,原 則として公的機関は 「拒

否通知」を請求者に送付 しなければな らないとされているが,例 外的にこ

のような規定が置かれている。

なお,こ れは2004年 規則12条5項(a)号 についてのみ適用されるものであ

るため,そ れ以外の例外規定が適用される状況であれば,公 的機関は情報

が存在するか,あ るいは公的機関がそれを保有するかどうかについて必ず

回答 しなければな らないということになる働。

(2)排 出物質に関する情報(12条9項)

開示請求された環境1青報が 「排出物質」に関するものであれば,公 的機

関は2004年 環境情報規則12条5項(d)号 の定める 「法律によって定められて

いるような公的機関の手続の秘密性」,(e)号の定める 「正当な経済的利益を

保護するために,法 律によって定められているような商業情報や産業情報

の秘密性」,(f)号の定める 「情報提供者の利益」,(9)号の定める 「当該情報

が関係する環境の保護」という例外規定を根拠に開示を拒否することはで

きない㈹。

「排出物質」の内容については2004年 規則でも2003/4/EC指 令でも明確

に定義されているわけではないが,EU指 令である総合的汚染防止規制指

令2条5項G5ゆ に一般的な定義が規定されている。それによると,「排出物

働ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.7.

㈹ この 規 定 に従 う と 「排 出物 質 」 に 関す る情 報 を提 供 した者 の 利 益 な どは 保 護

され な い こ と と な っ て しま う。 こ の よ うな状 況 に つ い て,と て も正 当 性 が あ る

よ う に は思 え な い。 この よ うな 規 定 が 置 か れ て い る理 由,「 排 出物 質 」だ けが 例

外 的 に扱 わ れ る理 由 につ い て は 後 の 研 究 課 題 とす る。

㈹Directive2008/1/ECoftheEuropeanParliamentandofthe

Councilof15January2008concerningintegratedpollutionpre-

ventionandcontrol,Art.2(5).
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質」 とは,「 直接的 あるい は間接 的な物質 の放 出,個 体か らの振動,熱,

騒 音,施 設 における大気,水,土 壌への拡散汚染源」の ことで ある。 この

非常 に広 い定義 は,こ れ ら4種 類の例外規定が適用 されな い状況を拡大す

るこ とにつ なが るた め,情 報 の不 開示を制 限 してい るこ ととな る。 つ ま

り,公 的機関が これ らの例外規定の適用を検討す る場合 には,当 該情報が

「排 出物 質」 に関 す る もの でな い ことを確認 しな ければ な らないの で あ

るGID。

先 述 したTheOfficeofCommunicationsv.InformationCommis-

sioner&T-Mobile(UK)LimitedGlゆ で は,情 報 審判所 が,「 排 出物質」に関

す る情 報 につ いて12条5項(e)号 が 適用 され ない とす る同条9項 の規定 に

つ いて指摘 し,た とえ 当該情報が 「商業情報」 に該 当 して いたと して も,

電 磁波 という 「排 出物質」 に関す る情報 につ いて は,当 該例外規定を根拠

に開示 を拒否す ることはで きな いと した。

(3)ス コットラン ドの公的機関への適用(12条10項)

2004年 環境情報規則12条5項(b)号 の定める 「裁判の進行,公 平な裁判を

受ける権利,刑 事上 または懲戒上の調査を行 う公的機関の権利」,(d)号の定

める 「法律によって定められているような公的機関の手続の秘密性」,(f)号

の定める 「情報提供者の利益」という例外規定は,ス コットラン ドの公的

機関にも適用される。スコットラン ドはイングラン ドやウェールズなど他

地域とは異なった法制度を適用 しており,2004年 規則もスコットラン ドの

公的機関には原則として適用されないが,こ の規定は,地 域を超えた問題

が何 らかの悪影響を与えないよう保証するため存在する㈱。

㈱ICO,EIRexceptions,Ver.3,p.9.

㈱ 前 掲 注 働 参 照 。

㈹ICO,EIRexceptions,Ver.2,p.8.
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(4)歴 史的記録(17条)

2004年 環境情報規則17条1項(a)号 は,「開示請求された情報が歴史的記

録に該当した場合,公 的機関が2004年 規則12条1項(b)号 の定める規定 に

従って 『公益判断』を行い,当 該情報を不開示とする公益性が存在すると

判断 したとしても,情 報開示を行うかどうかの最終的な判断の前に,公 的

機関は大法官(LordChancellor)と 協議 しなければならない」㈹と規定す

る。なお,こ こでの 「歴史的記録」 とは,「記録が作成された翌年から起

算 して30年 の期間を満了 したもの」㈹を言う。つまり,公 的機関が情報が

例外規定に該当すると判断 した上,不 開示の公益性が開示の公益性を上回

ることを理由に不開示決定を行おうとしても,作 成から30年以上経ている

情報についてはそれだけでは開示を拒否することはできないこととなる。

これは2003/4/EC指 令には規定 されておらず,2000年 情報公開法を参考

に2004年 規則に導入された特別な規定である。この規定は,公 的機関の保

有する情報を不開示とする必要性が歳月の経過に伴って減少することを意

味 していると考え られる。

第4章 市民による開示請求に基づく環境情報開示の意義

イギ リスでは,環 境情報の積極的開示を促す90/313/EEC指 令の制定を

受け,そ れとほぼ同様の規定を設けた1992年 環境情報規則が制定された。

これ らの制度には多 くの欠点が指摘されてはいたが,「情報提供」制度であ

る公的登録簿と共に,公 的機関の保有する 「環境に関する情報へのアクセ

ス権」の促進に大きく寄与することとなる。そしてさらに,オ ーフス条約

㈹EnvironmentalInformationRegulations2004,reg.17(1).

G6DFreedomofInformationAct2000,s.62(1).
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の締結,2003/4/EC指 令やイギ リス国内における2000年 情報公開法の制定

など,環 境情報を積極的に市民に対 して開示するための制度が整え られて

いく。そして,最 終的にこれ らの制度を基礎に,従 前の制度に存在 した多

くの欠点を補完 した2004年 環境情報規則が制定されたのである。

第1節2004年 環境情報規則の特徴

2004年 環境情報規則の制定による環境情報開示制度の改革を具体的に見

てみると以下のような点を指摘することができる。第1に,2004年 規則は

1992年 規則に比べて情報開示請求の対象となる 「公的機関」の定義を拡大

しており,公 的責任を有 した民間企業などもその範囲内に含めている。第

2に,「 環境情報」の定義に関 しても,1992年 規則よりも広 く,さ らに詳

細に規定 しており,経 済分析に関する情報や,人 間の健康に関する情報な

ども環境情報規則に基づ く開示請求の対象となっている。第3に,公 的機

関が情報開示を拒否することができる例外規定については,1992年 規則よ

りも不開示の可能性を減少させるため,「個人データ」を含む情報を除い

て,「公益判断」を公的機関に課 している。 さらに,2004年 規則 は,1992

年規則の規定だけではな くオーフス条約や2003/4/EC指 令 と比べても,

公的機関が情報を開示するまでの期限を短縮 したり,ま た,公 的機関が自

ら積極的かつ能動的に環境情報を市民に提供するよう義務付けたりしてい

る。そしてさらに,2004年 規則は,公 的機関による不開示決定に不服があ

る開示請求者に対 して,情 報コミッショナーや情報審判所といった裁判所

以外の審査機関を設けることにより,よ り安価で迅速な救済を可能とする

ような制度を構築 している。また,情 報コミッショナーは環境情報開示に

ついて数多 くの指針を出しており,市 民による積極的かつ適切な開示請

求,及 び公的機関による適正な処理を導こうとしている。

学説 もこのような2004年 規則 の制定を支持 してい る。StuartBell&

574



イギ リスにおける環境情報開示と2004年 環境情報規則

DonaldMcGillivrayは 「同規則は,情 報,特 に環境 に関す る情報への広

いアクセスがもたらすであろう利点……を反映 したものである。このよう

な制度の基本的な特徴の1つ として,… …あらゆる者がそれについて 「利

益』を有 しているということを挙げることができる。……ここで言う利益

とは,全 ての者が自分自身のために,あ るいは将来世代のために持つ普遍

的なものである」Gl沙と述べており,2004年 規則による広い環境情報開示が

現在そして将来世代に向けた全ての市民に対する利益となるとする。

このように,イ ギ リスでは,1992年 規則を大幅に修正 した2004年 規則に

よって,市 民が公的機関の保有する環境1青報へ広 くアクセスすることがで

きるようになった。つまり,市 民は,様 々な汚染規制に関する個別法が従

来か ら導入 していた公的登録簿のような公的機関による能動的な 「情報提

供」制度を通 じて環境1青報を入手するだけでな く,こ れらの制度では入手

することのできない情報について,2004年 規則に基づき開示請求をするこ

とが可能になったのである。20世 紀中頃まで公的機関の保有する環境情報

の公開に消極的であったイギ リスにおいて,「情報開示」制度である2004年

規則は,公 的登録簿などの 「情報提供」制度と共に,環 境保護のための市

民による環境1青報へのアクセスについて劇的な変化をもたらしたと言うこ

とができる。

さらに,2004年 規則については,2000年 法との比較からいくつかの特徴

を導き出すことが可能である。第1に,2000年 法は除外情報について,多

くの場合,一 一定の要素を 「害する又は害するおそれのある情報」を不開示

とすることができる旨を定めているのに対 して,2004年 規則は,あ る一定

要素に 「悪影響を与える」場合に不開示とすることができる旨を定めてい

働StuartBell&DonaldMcGillivray,EnvironmentalLaw,6thed.,

(OxfordUniversityPress,2006)p.319.
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る。これについては,情 報審判所も,2004年 規則の下での不開示の基準は

2000年 法の基準 と比較すると,そ の要件が 「より満たしにくいものであ

る」㈹と述べてお り,2004年 規則の下で開示請求された情報が不開示 とさ

れる可能性は2000年 法の場合と比べて実質的に抑制されていると言うこと

ができる。

第2に,2004年 規則は,公 的機関による不開示決定について,「個人デー

タ」を根拠とする不開示を除 く全ての場合に 「公益判断」を義務付けてい

る。たとえ,開 示請求が,2004年 規則の定める例外規定に該当していたと

しても,公 的機関は 「不開示の公益性が開示の公益性を上回る」ことを証

明することができなければ,情 報を不開示とすることができない。一一方,

2000年 法は 「絶対的除外情報」の規定を置いており,公 的機関は開示請求

された情報がこのような性質の ものに該当すると判断した場合には,「公

益判断」を行わずに不開示とすることができる。この点か らも,2004年 規

則が市民に対する情報開示を可能な限 り促進 しようとしている点を導き出

すことができる。

第3に,2004年 規則に基づいて 「公益判断」を行う場合,「公的機関は,

開示を推定することとする」という 「開示推定原則」に従わなければな ら

ない。これによって開示の公益性と不開示の公益性が同等のものである場

合,公 的機関は当該情報の開示を行うこととなる。この原則は2000年 法に

は置かれておらず,2004年 規則特有のものである。ここか らも,2004年 規

則が,公 的機関による広い環境情報開示を導き出そうとしていることが分

かる。

このように,イ ギ リスでは,公 的機関による 「情報開示」制度としての

2000年 情報公開法と並行 して,環 境情報の開示に特化 した2004年 環境情報

働EA/2006/0065,29June2007.,para.28.
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規則を制定することにより,公 的機関の保有する環境情報をより広 く市民

に開示 しようとしている。このことはイギ リスにおいて環境情報の公開が

いかに重要視されているかのあらわれであり,さ らにこれは環境保護を目

的とする市民参加の充実にもつながると考え られる。

第2節 わが国との比較

わが国にも公的機関の保有する環境情報にアクセスするための手段の1

つとして,市 民か らの開示請求による法律や条例に基づいた 「情報開示」

制度が存在 している。わが国では,以 前か ら地方公共団体の保有する情報

の開示制度については,地 方公共団体の制定する条例や要綱に定められて

おり,市 民はこれ らに基づいて情報の開示請求を行った上で当該情報を入

手 していた。さらに国 レベルでは,1999年5月 に情報公開法が制定され,

現在では,情 報を保有 している国の行政機関に対 して同法の下での開示請

求を行うことによって市民はこれ らの情報を入手することができるのであ

る。これ らの制度はイギ リスのように 「環境情報」の開示に特化 したもの

ではないが,「環境情報」を入手 したいと考える市民もこれらの制度を用い

ることとなる。なお,情 報公開法2条 によると,同 法に基づ く情報公開の

対象 となる 「行政文書」 とは,「行政機関の職員が職務上作成 し,又 は取

得 した文書,図 画及び電磁的記録であって,当 該行政機関の職員が組織的

に用いるものとして,当 該行政機関が保有している」ものであるとされる。

さらに同法によると,何 人にも行政機関の保有する行政文書の開示を請求

する権利が認められ,情 報を入手 しようと考える市民は,行 政機関の長に

対 して情報の開示を請求することができ,こ れに対 して行政機関の長はそ

れが不開示事由に当たらない限 り当該文書を開示 しなければならない。情

報公開法は不開示事由として,同 法5条 において,「①個人に関する情報」,

「②法人等に関する情報」,「③国の安全に関する情報」,「④公共の安全等に
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関する情報」,「⑤審議,検 討または協議に関する情報」,「⑥事務または事

業に関する情報」を挙げており㈹,さ らに同法7条 は,こ れ らの規定 に該

当しても,公 益上の必要性があれば,行 政機関の長は情報を開示すること

がで きる旨を規定す る㈹。

㈱ 不開示情報についての詳細は,宇 賀克也 『新 ・情報公開法の逐条解説[第4

版]」(有 斐閣,2008年)46-88頁 等参照。

㈹ 開示請求された情報が不開示事由に該当するか否かについて争われた判例に

ついて,詳 しくは,磯 野弥生 「日本における情報公開法 ・環境情報の公開」環

境研究135号(2004年)63-64頁,黒 川哲志 『環境行政の法理と手法」(成 文堂,

2004年)94-98頁 等参照。なお,環 境情報の公開に関して特に問題となるのは,

開示請求された情報が 「法人等に関する情報」に該当するかどうかである。「法

人等に関する情報」とは,「公にすることにより,当 該法人等又は当該個人の権

利,競 争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある」情報のことを言う。

しかし,開 示請求された情報が 「法人等に関する情報」に該当すれば全て不開

示とされるわけではな く,情 報公開法5条2項 は,「人の生命,健 康,生 活又は

財産を保護するため,公 にすることが必要であると認められる情報」に関して

は開示を義務づけている。なお近年の環境情報公開に関する判例は,情 報公開

法についても,地 方公共団体の情報公開条例についても,「法人等に関する情

報」を広 く認める傾向にある。例えば,1997年 改正前の廃棄物処理法に基づ く廃

棄物処理場設置許可申請書の公開に関して争われた事案(津 地判平9・6・19判

例集未登載)に おいて,裁 判所は,情 報公開条例が不開示事由に該当すると定

めている 「開示することにより,当 該法人又は当該個人等の競争上の地位その

他正当な利益を害すると認められる」情報について限定的にとらえた上で,同

条例の定める不開示事由の適用除外条項について,「 当該事業の及ぼす社会的

影響等を考慮 し,な お当該情報を開示すべき公益性がある場合には,こ れを開

示するもの」とし,「ここにいう公益性は……具体的には事業者の利益との比較

衡量によって判断されるべきものと解する」 と述べており,さ らに,情 報を開

示すべき公益性の判断に当たっては,産 業廃棄物処理業の社会的特質を強調

し,「産業廃棄物処理事業の運営態様如何が周辺住民等の健康その他の生活上

の利益に直接影響を及ぼす危険性があることは軽視することができず,産 業廃

棄物処理業の対象となる廃棄物の種類 ・量や処理方法等運営に関する情報はで

きる限り開示することが要請 されているものである」 と判示する(曽 和俊文

「産業廃棄物処理行政と情報公開」 ジュリス ト1120号(1997年)61頁 参照)。 廃

棄物処理と情報公開については,他 にも,下 井康史 「産業廃棄物行政と情報公

開」いんだすと17巻2号(2002年)11-12頁 等参照。
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先述 したように,イ ギ リスでは,2004年 環境情報規則を通 じた開示請求

によって,市 民が公的機関の有する環境情報を入手することが可能である

が,わ が国の情報公開制度と比較すると,そ こにはいくつかの差異が存在

する。

まず,わ が国の制度とイギ リスの制度には,不 開示とされる情報の性質

が異なる。2004年 規則における不開示情報については,わ が国の制度と同

じように,個 人に関する情報や競業上の利益を侵害するおそれのある商業

的秘密情報等が規定されているが,イ ギ リスの場合には,個 人データを含

む情報を除いた全ての場合に 「公益判断」をすることとな り,そ の結果と

して,「不開示の公益性が開示の公益性を上回る時には,公 的機関は情報の

開示を拒否することができる」とされている。つまり,イ ギ リスでは不開

示の公益性が開示の公益性を上回 らなければ公的機関は情報を不開示とす

ることができないのに加えて,「 開示推定原則」が規定 されていることか

ら,た とえ例外規定に該当する情報であったとしても 「開示」を前提とし

なければな らないのである。一一方,わ が国では,例 外規定に該当 していた

としても公益上の必要性があれば開示することが 「できる」と規定されて

おり,「不開示」を前提 とした制度が導入 されている。 この点から,イ ギリ

スではわが国よりも,情 報が不開示 とされる可能性が低いと考えられる。

また,情 報開示の対象となるような情報の範囲も異なっている。イギ リ

スの場合には,「環境情報」については2004年 環境情報規則に基づいて情報

開示が行われることとな り,「環境情報」に該当しない情報については2000

年情報公開法に基づいて開示されることとなる。わが国の制度は 「環境情

報に特化されたものではな く一般 的な制度であるために,プ ライバシーや

企業秘密などに配慮 した多 くの非開示情報の類型をもつというという限界

を有 している」㈹と指摘 されている。イギ リスの制度 も同様の限界を有 し

㈱ 黒川 ・前掲注㈹94頁 。
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ているとは言えるが,先 述 したように,2000年 法と比較 しても2004年 規則

の下では不開示とされる可能性が小さくなっていることか ら,市 民にとっ

てより利用 しやすい手段 となっていると言える。「環境情報」に特化する

制度を設けることで,一 般 的な情報公開法に基づ く情報開示よりもより広

い開示が見込まれることとなるのである。現代社会においては,環 境保護

のための市民参加制度の重要性が主張されていることから,こ のように

「環境情報」の幅広い開示を導 く制度の制定は非常に意義のあるものだと言

えよう。

お わ り に

本稿及び先行研究 「イギ リスにおける環境1青報提供手法 公的登録簿

制度についての一考察 」脚では,イ ギリスにおける公的機関の保有す

る環境情報への市民 によるアクセスに関する制度 について,そ の歴史,

様々な法規則の下での情報公開手法,そ の意義等に焦点を当て検討 してき

た。そこか ら以下のような点を導き出すことができる。イギ リスでは,環

境情報の公開に消極的な時代を経て,RCEPの 勧告や環境保護団体による

活動を受け,環 境汚染に関する個別法が公的登録簿を導入することによっ

て,市 民が無料でそれを閲覧することのできる制度が構築 された。 さら

に,そ の後,オ ーフス条約やEU指 令 といった国際的な動向を契機 に,

2004年 環境情報規則が制定され,そ れにより市民が公的登録簿などによっ

て提供されていないような環境1青報の開示を公的機関に対 して請求するこ

とが可能になったのである。

つまり,現 在,イ ギリスにおいて環境情報を入手 したいと考える市民は,

㈲ 林 ・前掲注qo)
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第1に 制定法の定める公的登録簿や,「汚染 目録」のような目録制度を通 じ

た環境情報の閲覧によって,ま た,第2に,こ れらの制度を通 じて入手す

ることのできないような情報に関 しては,2004年 環境情報規則を通 じた公

的機関への情報開示請求によってそれを達成することができるのである。

公的登録簿は,公 的機関の保有する環境情報を市民がいつでも自由に入手

することを可能にするものであるが,そ の一一方で,2004年 規則の定める開

示制度では,市 民か らの請求を受けて公的機関が情報を開示するものであ

り,こ れ ら2つ の制度には根本的な実践上の違いがある。 しか しながら,

イギ リスでは,前 者のような公的機関による能動的な 「情報提供」制度を,

後者のような 「情報開示」制度が補完することによって,市 民に対 して非

常に有益な環境情報の公開制度を構築 しているのである。

わが国における情報公開法や情報公開条例,及 びイギ リスにおける2004

年環境情報規則は,市 民の情報開示請求権を保障 した制度に過ぎず,こ れ

らの制度が存在するか らといって市民が必要とする環境情報が自動的に公

開されるという仕組みにはなっていない。そのため公的機関による受動的

なものに過ぎず,こ のような制度の下では市民が情報公開を求めるという

具体的な行動を起こさない限 り,情 報公開は何 ら進展 しないと指摘される

ところである㈹。近年,リ オ宣言やオーフス条約等によって国際社会にお

いても広 く提唱されているように,市 民が環境に関する情報を入手 しそれ

を適切に利用することのできるような制度を構築するためには,わ が国で

も,情 報公開法や情報公開条例のようないわゆる 「情報開示」制度だけで

はな く,環 境省や地方公共団体等による大気汚染や水質汚濁に関する環境

情報の公表やPRTR法 の下での情報の公表のような現存する様々な環境

Glゆ 三木由希子 「情報公開制度の現状 と課題」環境情報科学32巻2号(2003年)

17頁 。
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情報公表制度に加えて,よ り広い汚染規制領域においてイギ リスにおける

公的登録簿と同様の性質を有 した 「情報提供」制度を積極的に導入するこ

とにより,市 民が煩雑な手続な しに容易に環境情報を入手することを可能

にすることが必要であろう。そして,そ のような制度ではカバーしきれな

い情報については,市 民が最終手段として情報公開法や情報公開条例の下

での開示請求権を用いることとするべきである。公的機関による能動的な

「情報提供」制度 と市民の開示請求を受けた 「情報開示」制度が互いに補

完 し合ってこそ,市 民にとってより有効な環境1青報公開制度が構築される

のである。

さらに,充 実 した 「情報開示」制度を導入する中で,イ ギ リスのように

「公益判断」の義務や 「開示推定原則」などを取 り入れることによって,

情報が不開示とされる可能性を可能な限 り減少させることが,環 境保護の

ための市民参加の実現には不可欠であろうと考え られる。このような幅広

い環境情報の積極的な開示により,市 民は環境 リスクに関する認識を高め

ることができ,さ らにここか ら充実 したリスクコミュニケーションが実現

されることになる。その結果として,環 境 リスクを適正に規制するシステ

ムが促進されるのである。このような環境1青報の公開こそが環境行政の適

法性確保機能を市民に委ね るための一手段 として重要であると考えられ

る。

わが国における環境1青報開示制度の課題としては,開 示請求が行われて

も当該情報が行政の意思決定過程情報に該当するとして不開示となる場合

が多いこと,市 民が求める情報が公的機関によって速やかに収集されるよ

うな制度を導入すべきであることなどが挙げられており㈹,こ れらはイギ

リスにおける環境1青報開示制度の課題としても該当するであろう。さらに

㈹ 磯野 ・前掲注㈹66頁 。
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イギ リスでは,環 境情報の解釈が困難であることから情報の正確な解釈を

手助けする専門家を配置するべきであるという提案Gl①や,環 境情報公開制

度の整備と共に,当 該制度に関する市民の認識を向上させるべきであると

する提案もある。

市民や環境保護団体による環境保護活動が活発なイギ リスでは,こ れま

でにも述べたように 「情報提供」制度及び 「情報開示」制度が互いに補完

し合い,一 一定の効果を発揮 しているが,こ れ らの残された課題や,さ らに

活発化するであろう国際社会における環境保護活動に対応するため,市 民

に対 してより利便性の高い方向へと,更 なる環境情報公開制度の改革がな

されていくであろうと思われる。現代社会において,国 際的に主張されて

いる環境保護を目的とした市民参加制度を充実させるためにも,こ のよう

なイギ リスにおける市民参加の一一手段としての環境情報公開制度の動向に

これか らも注目していく必要がある。

㈹ 林 ・前 掲 注 ω202頁 。
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